
平成31年度（当初）

計 上 の 主 な も の

青 森 県



総 務 部 県庁舎耐震・長寿

命化改修事業費

129,967 県庁舎の耐震・長寿命化改修工事に伴い、外

構の整備及び西棟エレベーターの改修工事等を

行うのに要する経費

業務プロセス改革

促進事業費（新規）

4,356 行政資源の効果的な活用により、最適な行財

政運営体制の構築を図るため、業務を抜本的に

見直して合理化・効率化を進める「青森県庁版

ＢＰＲ」の対象業務の現状分析や改善設計等を

行うのに要する経費

私立学校助成費 4,671,444

⑴ 私立学校経

常費補助

3,478,398 補助金交付先 学校法人等

補助単価（園児・生徒一人当たり）

中学校 329,159円

高等学校 337,009円

幼稚園

学校法人 187,649円

学校法人以外 71,185円

専修学校及び各種学校

学校法人 28,969円

学校法人以外 13,101円

⑵ 幼稚園教諭

人材確保支援

事業費補助

4,980 私立幼稚園が教諭の確保に向けて処遇改善を

行うのに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 １
２（国１

４、県１
４）

⑶ 私立学校教

職員退職金財

団経営基盤強

化事業費補助

44,000 私立学校教職員退職金財団の経営基盤強化の

取組みとして、財団が加入学校法人の負担金軽

減や財務基盤の強化等を実施するのに要する経

費に対する補助

補助金交付先 県私立学校教職員退職金

財団

補 助 率 定額
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⑷ 私立幼稚園

等特別支援教

育費補助

79,184 心身障害児教育を行う幼稚園等の運営費に対

する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額（国１
２、県１

２又は県

10
10）

補 助 単 価 園児一人当たり784,000円

（ただし、対象者が一人

の幼稚園は392,000円）

⑸ 特色教育支

援経費補助

140,930 教育相談体制の整備、預かり保育事業等、私

立学校における特色ある教育の推進に要する経

費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額（国１
２、県１

２）

⑹ 私立学校外

国語指導助手

招致事業費補

助

13,413 私立学校における外国語教育の充実と地域の

国際交流の取組みを推進するため、学校法人が

外国語指導助手を招致するのに要する経費に対

する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 １
２、２

３

⑺ 私立学校耐

震化促進事業

費補助

133,351 私立学校の耐震化を促進するため、学校法人

が耐震改修等を実施するのに要する経費に対す

る補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 １
６（ほかに国１

３又は１
２）

⑻ 認定こども

園耐震化促進

事業費補助

375,834 学校法人が運営する認定こども園の耐震改築

等を実施するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 １
２（国１

２）

⑼ 認定こども

園整備費補助

371,942 幼保連携型認定こども園の幼稚園又は保育所

型認定こども園の幼稚園機能部分等の整備に要

する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（国１

２）
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⑽ 認定こども

園防犯対策整

備費補助

10,654 幼稚園型認定こども園における防犯対策の強

化を図るための防犯カメラやブロック塀等の設

置に要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（国１

２）

⑾ 認定こども

園等園務改善

ＩＣＴ化促進

事業費補助

2,160 幼稚園型認定こども園等における業務の効率

化を図るための園務改善システム等の導入に要

する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 ３
４（国３

４）

⑿ その他 16,598 私立学校振興活動費補助 1,100

幼児教育緊急環境整備費補助 14,698

私立幼稚園等研修事業費補助 800

私立高等学校等就

学支援関連事業費

2,133,831

⑴ 私立高等学

校等就学支援

金交付金

1,722,354 家庭の教育費負担を軽減するため、私立高校

等の生徒に係る授業料を軽減するのに要する経

費に対する交付金

交付金交付先 学校法人等

交 付 率 定額（国10
10）

交付対象及び交付単価

交 付 対 象 交付単価（月額）

年収250万円未満程度の世帯 24,750円

年収250万～350万円未満程度の世帯 19,800円

年収350万～590万円未満程度の世帯 14,850円

年収590万～910万円未満程度の世帯 9,900円

⑵ 私立高等学

校等就学支援

費補助

172,697 私立高校等の生徒に係る授業料と私立高等学

校等就学支援金交付金の差額部分のうち、一定

額を軽減するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人等
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補助対象及び補助単価

補 助 対 象 補助単価（月額）

年収250万円未満程度の世帯 4,950円

年収250万～350万円未満程度の世帯 2,470円

家計急変世帯 7,420～29,700円

⑶ 私立高等学

校等学び直し

への支援金交

付金

1,664 中途退学した生徒が私立高校等で学び直す場

合に、就学支援金の支給期間経過後も授業料を

軽減するのに要する経費に対する交付金

交付金交付先 学校法人等

交 付 率 定額（国10
10）

交付対象及び交付単価

交 付 対 象 交付単価（月額）

年収250万円未満程度の世帯 24,750円

年収250万～350万円未満程度の世帯 19,800円

年収350万～590万円未満程度の世帯 14,850円

年収590万～910万円未満程度の世帯 9,900円

⑷ 奨学のため

の給付金事業

費

233,948 低所得世帯の授業料以外の教育費負担を軽減

するため、私立高校等の生徒に対し奨学のため

の給付金を給付するのに要する経費

給付対象 年収250万円未満程度の世帯

給 付 額

生活保護受給世帯

52,600円（通信制52,600円）

第１子の高校生等がいる世帯

98,500円（通信制38,100円）

23歳未満の扶養されている兄・姉がいる

世帯で第２子以降の高校生等がいる世帯

138,000円（通信制38,100円）

⑸ 私立学校被

災幼児生徒授

業料等減免補

助

3,168 震災に起因する事情により、納付が困難となっ

た幼児・生徒の授業料等を軽減するのに要する

経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額（国10
10）
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私立中学校経済的

支援実証事業費補

助

10,400 家庭の教育費負担の軽減と効果的な経済的支

援に関する検討を行うため、私立中学校の生徒

に係る授業料を軽減するのに要する経費に対す

る補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額（国10
10）

補助対象及び補助単価

補 助 対 象 補助単価（年額）

年収400万円未満程度の世帯 100,000円

「オールあおもり」

大学・専修学校等

魅力発信事業費

6,575 高校卒業生の県内定着を促進するため、県内

大学等の各種情報や学生生活の魅力等を発信す

るとともに、大学等の連携・協力体制を構築す

るのに要する経費

私立高校生震災復

興・創生社会貢献

活動費補助（新規）

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

2,800 東日本大震災の被災地の復興を推進するとと

もに、私立高校生の社会貢献活動に関する意識

の涵養等を図るため、私立高校生が復興に関す

る活動に取り組むのに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額

あおもりふるさと

寄附金拡充事業費

1,930 ふるさと納税制度を積極的に活用し、歳入確

保と本県のＰＲ強化を図るため、本県への寄附

者に対し、県産品を贈呈するのに要する経費

市町村業務改革促

進事業費（新規）

4,900 市町村において人口減少に対応した持続可能

な行政サービスの提供を図るため、市町村を対

象とした業務改革研修会の開催やＩＣＴを活用

した業務改革のモデル的な実施に要する経費

全国過疎問題シン

ポジウム開催事業

費負担金（新規）

5,000 過疎地域の将来に向けた取組みを考える契機

とするため、全国過疎問題シンポジウムを開催

するのに要する経費に対する負担金

開 催 期 日 平成31年10月31日～11月

１日

開 催 場 所 青森市、五所川原市、む

つ市、大鰐町、七戸町

負担金交付先 全国過疎問題シンポジウ

ム実行委員会（仮称）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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選 挙 管 理

委 員 会

県議会議員選挙費 691,036 平成31年４月29日に任期満了となる県議会議

員の選挙に要する経費

知事選挙費 771,256 平成31年６月28日に任期満了となる知事の選

挙に要する経費

参議院議員選挙費 853,615 平成31年７月28日に任期満了となる参議院議

員の選挙に要する経費

企画政策部 東京2020大会開催

効果獲得推進事業

費 （新規）

49,425 東京オリンピック・パラリンピック開催効果

の獲得に向けて、ウェブサイト等を活用したＰ

Ｒ活動、事前キャンプ誘致を目指す市町村の取

組みに対する支援、聖火リレーの実施に向けた

計画の策定等を行うのに要する経費

未来をつくる人財

の地元定着・還流

プロモーション事

業費

12,997 若者の県内定着・還流を促進するため、高校

生・大学生・保護者等のターゲットに応じた多

様な広告媒体の活用や県内外の大学との連携に

よるプロモーション活動を実施するのに要する

経費

屋内スケート場整

備促進事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

2,570,992 屋内スケート場の整備に要する経費

◦屋内スケート場整備促進事業費補助

2,570,298

補助金交付先 八戸市

補 助 率 定額

◦県推進事業費 694

持続可能な青森県

をめざすＳＤＧｓ

推進事業費（新規）

2,236 ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に対する県

民の理解促進を図るため、セミナーや若者向け

のワークショップを開催するとともに、ＳＤＧｓ

官民連携プラットフォームに参画するのに要す

る経費

誇りと共感の醸成

による青森ブラン

ド形成事業費

（新規）

5,745 「青森ブランド」の更なる推進と県民の行動

意識の醸成を図るため、冊子の作成、ファンミー

ティングの開催によるＰＲ、ウェブサイトを活

用した情報発信等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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国内航空ネットワー

ク戦略的拡充事業

費 （新規）

25,195 国内航空路線の維持・充実を図るため、既存

路線の知名度向上や冬季・乗継利用促進のため

のＰＲなど、県内空港の利用促進を行うととも

に、新規航空会社の就航可能性に関する調査を

行うのに要する経費

アプリを活用した

空港二次交通強化

事業費

3,890 増加する外国からの個人旅行者に対応した二

次交通の強化を図るため、配車アプリの活用に

よる県内空港から観光地までの定額タクシーの

エリア拡充及び国内外に対するＰＲを行うのに

要する経費

地域公共交通ネッ

トワーク構築推進

事業費 （新規）

11,006 持続可能な交通ネットワークの構築を図るた

め、広域バス路線の再編案を作成するとともに、

交通ハブ機能強化に係る調査や、県民の地域公

共交通の利用促進に向けたモビリティ・マネジ

メント等を実施するのに要する経費

2025年に向けた地

域内交通ネットワー

ク構築支援事業費

6,559 地域の実情に即した高齢者の移動手段の確保

策を検討するため、有償デマンド交通モデルの

実証運行に対して支援を行うとともに、市町村

における地域内交通ネットワーク整備を促進す

るのに要する経費

◦地域内交通ネットワーク構築支援モデル事

業費補助 5,000

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 1,559

地域間幹線バス系

統確保維持費補助

191,167 地域住民の日常生活に欠くことのできないバ

ス路線の運行維持に要する経費に対する補助

補助金交付先 弘南バス㈱、岩手県北自

動車㈱、十和田観光電鉄

㈱、下北交通㈱、ジェイ

アールバス東北㈱

補 助 率 １
２（ほかに国１

２）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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生活交通バス車両

緊急整備事業費補

助

（電源三法交付金

活用事業）

25,382 路線バスのバリアフリー化及び運行効率化等

を進めるための低床車両購入費に係る減価償却

費及び金融費用に要する経費に対する補助

補助金交付先 弘南バス㈱、岩手県北自

動車㈱、ジェイアールバ

ス東北㈱

補 助 率 定額、１
２（ほかに国１

２）

北海道新幹線建設

対策費

687,518 北海道新幹線鉄道整備事業費負担金 687,243

工事対策費 275

青い森鉄道沿線連

携推進事業費

（新規）

8,712 青い森鉄道線の利用促進を図るため、利便性

向上に向けた沿線調査及び沿線関係者との意見

交換、新たなターゲットを対象としたキャンペー

ン等を実施するのに要する経費

青い森鉄道外国人

観光客利用促進事

業費 （新規）

（東北観光復興対

策交付金活用事業）

26,850

一般会計

から特別

会計への

繰出金

21,495

青い森鉄道線における外国人観光客の利用促

進を図るため、主要駅においてＷｉ－Ｆｉ環境

や洋式トイレを整備するとともに、鉄道を通じ

た台湾との相互交流やＰＲ活動を行うのに要す

る経費

◦Ｗｉ－Ｆｉ環境・洋式トイレ整備費（鉄道

施設事業特別会計） 21,495

◦台湾からの観光客利用促進事業費 5,355

鉄道施設事業費

（鉄道施設事業特

別会計）

5,308,995

一般会計

から特別

会計への

繰出金

256,870

青い森鉄道線の整備、保守管理に要する経費

◦鉄道施設管理費 4,772,819

◦公債費 536,176

青い森鉄道線青森

駅設備整備費

（鉄道施設事業特

別会計）

14,212

一般会計

から特別

会計への

繰出金

5,600

青森市の青森駅周辺整備推進事業に伴い、青

い森鉄道線青森駅における利便性の向上を図る

ため、バリアフリー設備等を整備するのに要す

る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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移住促進総合事業

費

35,646 本県への移住を促進するため、首都圏等の人

材が移住・定住に至るまでの段階に応じた施策

を官民連携により総合的に展開するのに要する

経費

◦青森県移住促進加速化プロジェクト事業費

31,924

事業内容 市町村等との合同移住フェ

アの開催や専門雑誌への記

事掲載等によるあおもり暮

らしの魅力発信、テーマ別･

地域別移住セミナーの実施

等による移住希望者への情

報発信、民間団体と連携し

た移住希望者へのサポート、

市町村への専門アドバイザー

派遣等による移住受入態勢

整備の支援、移住後のサポー

ト情報の発信等

◦首都圏窓口機能強化事業費 3,722

事業内容 青森暮らしサポートセンター

への相談員の配置

関係人口拡大推進

事業費

6,208 地域課題の解決に自身の活躍の場として関わ

る外部人材を継続的に呼び込むため、外部人材

受入れの仕組みについて検討するとともに、首

都圏における外部人材の募集及び受入支援を行

うのに要する経費

「奥入瀬サミット」

ブランド化推進事

業費

4,353 女性リーダーの育成及びネットワークの強化

を図るため、「奥入瀬サミット」の開催を支援

するとともに、女性人材の掘り起こしと育成の

ためのセミナーを開催するのに要する経費

次世代の人づくり

プラットフォーム

展開事業費

3,842 本県経済や地域づくり等を牽引していく人材

の掘り起こしとネットワークの深化を図るため、

地域別研修会や民間主導による人材育成の取組

みを実施するとともに、退職後等に地域活動等

において活躍する実践例を情報発信するのに要

する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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グローバル人財活

躍・定着促進事業

費 （新規）

3,202 グローバル社会に対応できる人材を養成する

ための三沢市と連携したセミナー及び高校生・

大学生の県内定着に向けたセミナーの開催に要

する経費

地域を創る次世代

トップリーダー育

成事業費（新規）

6,070 本県経済や地域づくり等を牽引していくトッ

プリーダーを育成するため、県内経営者等を対

象に、戦略的な経営を学ぶ塾を開催し、全国の

経営者等との交流によるネットワークの拡大を

図るのに要する経費

「未来の地域」共

創支援事業費

（新規）

5,696 人口減少下における持続可能な地域の創出を

図るため、多様な主体の地域課題解決能力の向

上に向けた研究会、大学生を活用した地域づく

り活動の支援及び県・市町村職員の政策形成能

力の向上を図る研修を実施するのに要する経費

未来を変える元気

事業費補助

300,000 地域の資源及び特性を活かした地域づくり等

を推進するため、市町村が自発的・主体的に実

施する事業及び市町村の総合戦略に基づく事業

に要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率

通 常 事 業 ２
３、１

２、１
３（財政力

により区分）

総合戦略推進事業 ２
３

補 助 限 度 額

通 常 事 業 5,000

総合戦略推進事業

１ 年 目 10,000

２ ～ ３ 年 目 10,000（複数の市町

村で実施するもの）

5,000（上記以外）

青森県立三沢航空

科学館リニューア

ル事業費（新規）

47,583 開館から15年を経過した青森県立三沢航空科

学館のリニューアルに要する経費

◦リニューアル基本設計・実施設計費 42,789

◦青森県立三沢航空科学館魅力向上調査検討

事業費 4,794

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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「青森県型地域共

生社会」地域機能

強化推進モデル事

業費

27,009 地域で安心して老後を迎えることができる「青

森県型地域共生社会」の実現に向けた体制構築

のため、地域の担い手による見守り、買物、配

食等の生活サービス供給に係る採算性や持続可

能性のモデル実証を行うとともに、先行取組地

域の知見等を他市町村へ波及させるのに要する

経費

県外向け戦略的メ

ディアミックス広

報事業費

14,249 県外における本県の魅力についての認知度向

上を図るため、インターネット等で公開する動

画コンテンツとＡＲ（拡張現実）機能を活用し

たフリーペーパーとの連動による情報発信を実

施するのに要する経費

明日のあおもりを

支えるＩＣＴ利活

用推進事業費

（新規）

5,067 ＩＣＴの活用促進により県民生活の利便性向

上を図るため、ＩＣＴフェアを実施するととも

に、障害者や高齢者に対しＩＣＴ利活用を支援

するための人材を育成するのに要する経費

あおもり官民デー

タ活用推進事業費

（新規）

3,768 官民データの活用促進により県民生活の利便

性向上を図るため、中核となる人材を育成する

とともに、活動拠点及びネットワークづくりを

支援するのに要する経費

統計調査体制強化

促進事業費（新規）

2,291 統計調査員の安定的な確保を図るため、県民

向けの統計調査に関する講座を実施するととも

に、学生を統計調査員として活用するシステム

の普及・改良を行うのに要する経費

人口移動統計高度

利活用推進事業費

1,708 人口移動の実態を効果的に施策立案等に活用

するため、青森県人口移動統計調査における人

口移動データを効率的に集計・加工・提供する

システムの円滑な運用に向けたフォローアップ

等に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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企画政策部

県土整備部

観光国際戦

略局

教育委員会

「北海道・北東北

の縄文遺跡群」世

界文化遺産登録推

進関連経費

121,064

⑴ 「北海道・

北東北の縄文

遺跡群」世界

遺産登録プロ

ジェクト事業

費 （新規）

80,651 三内丸山遺跡をはじめとする「北海道・北東

北の縄文遺跡群」の世界遺産登録に向け、世界

遺産登録推薦書案を改訂するとともに、戦略的

なＰＲによる気運醸成・知名度向上、国内外へ

の学術的価値の浸透、世界遺産登録を見据えた

受入態勢の充実・強化を図るのに要する経費

◦舞台は世界へ！ＪＯＭＯＮ世界遺産登録対

策事業費 36,439

◦オール青森で挑む！ＪＯＭＯＮ世界遺産登

録推進事業費 44,212

⑵ 縄文遺跡群

周辺景観形成

事業費（新規）

11,055 三内丸山遺跡をはじめとする「北海道・北東

北の縄文遺跡群」の世界遺産登録に向け、対象

市町の景観条例の制定支援及び緩衝地帯の景観

形成モデル策定等に要する経費

⑶ ＪＯＭＯＮ

世界遺産登録

ムーブメント

観光消費拡大

事業費（新規）

14,758 三内丸山遺跡をはじめとする「北海道・北東

北の縄文遺跡群」の世界遺産登録を見据えた観

光客の受入体制の充実・強化を図るため、県内

の遺跡を巡るツアーを造成するとともに、海外

でプロモーション等を実施するのに要する経費

⑷ 高校生縄文

案内人養成事

業費（新規）

2,598 縄文遺跡群で活動する団体や地域住民による

地域活性化及び文化財の保存・活用に携わる人

材の育成を図るため、高校生によるガイド等の

体験活動を通じ、文化財の新たな活用方法を検

討するとともに、検討結果等を発表するフォー

ラムを開催するのに要する経費

⑸ さんまる魅

力まるごと発

信事業費

7,400 （再掲）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑹ 魅力発見！

さんまる縄文

体験事業費

4,602 （再掲）

環境生活部 消費者行政対策費 113,583 総合的な消費者対策の拠点である県消費生活

センターの運営、機能強化及び市町村の消費生

活相談窓口の充実等に要する経費

◦消費生活センター費 69,797

◦消費者行政推進事業費 17,500

◦消費者行政強化事業費補助 26,286

補助金交付先 市町村

補 助 率

推 進 事 業 10
10（国10

10）

強 化 事 業 １
２（国１

２）

多重債務者対策費 75,538 多重債務問題に係る相談体制の強化とセーフ

ティネット貸付の充実・強化を図るため、青森

県多重債務者対策協議会等を開催するとともに、

消費者信用生活協同組合が行う県内の多重債務

者に対する貸付事業を県全域で円滑に実施する

ために市町村が行う預託を支援するのに要する

経費

◦多重債務者対策事業費 188

◦多重債務者対策資金貸付金 75,350

預託実施期間 平成24年度～33年度

預 託 金 額 市町村が前年度の貸付

実績に応じて消費者信

用生活協同組合から要

請された額の１
２に相当

する額

自立・持続する社

会貢献活動促進事

業費

3,297 県民の社会貢献活動の気運醸成や活性化を図

るため、プロボノ活動（業務で得た知識等を活

かした社会貢献活動）の普及啓発に向け、セミ

ナーを開催するとともに、地域貢献活動を試行

的に実施し、成果発表を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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犯罪被害者等支援

推進事業費（新規）

1,565 犯罪被害者等を地域で支え、県民が安心して

暮らすことができる社会を推進するため、犯罪

被害者等を地域で支える体制等のあり方を検討

するとともに、気運醸成に向けたフォーラムの

開催等を行うのに要する経費

高校生ファッショ

ンチャレンジ事業

費

12,551 本県の人材育成、産業振興及び地域活性化を

図るため、第19回全国高等学校ファッションデ

ザイン選手権大会（ファッション甲子園）の開

催を支援するのに要する経費

ふるさとが誘う文

化芸術魅力活性化

事業費

5,859 文化芸術を活かした地域づくりの普及・推進

と文化芸術を志す人材育成のため、地域の文化

芸術資源を素材とした文化体験プログラムの作

成・情報発信を行うとともに、首都圏の芸術大

学等との連携による「こども芸術体験プログラ

ム」を開催するのに要する経費

県史編さん資料保

存活用事業費

2,326 これまでの県史編さんにおいて収集した史資

料の活用を図るため、デジタルアーカイブを運

用し、史資料を保存・管理するのに要する経費

命を大切にする心

を育む事業費

6,582

⑴ 命を大切に

する心を育む

県民運動推進

会議・フォー

ラム開催事業

費

2,352 次代を担う子どもたちが、命を大切にし、他

人への思いやりを持ち、たくましく生きていけ

るよう、県民一体となり、命を大切にする心を

育む県民運動を展開するための推進会議及びフォー

ラムの開催等に要する経費

⑵ 命を大切に

する心を育む

絆プロジェク

ト事業費

4,230 命を大切にする心を育む県民運動の推進・定

着を図るため、子どもたちと地域との交流体験

活動や「笑顔の未来へメッセージ作品」の公募・

掲示等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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子ども・若者を地

域で支える体制強

化事業費（新規）

4,374 ニート、ひきこもり、不登校など、様々な課

題を複合的に抱える子ども・若者を地域で支え

る体制を強化するため、地域の関係機関、団体

等が参画する地域ネットワーク会議や県民向け

フォーラムの開催等を行うのに要する経費

女性の活躍推進加

速化事業費（新規）

4,211 中小企業等における女性活躍推進の取組みを

加速化させるため、モデル企業における実践的

な取組みを県内企業に波及させるとともに、男

性の家事参画の促進に向けた料理教室を開催す

るのに要する経費

地球温暖化対策関

連経費

23,705 青森県地球温暖化対策推進計画に掲げる低炭

素社会づくりに向けた重点プロジェクトの推進

に要する経費

⑴ 温室効果ガ

ス排出量調査

費

2,277 青森県地球温暖化対策推進計画の進行管理の

ための温室効果ガス排出量調査に要する経費

⑵ 「ＣＯＯＬ

ＣＨＯＩＣＥ

あおもり」ス

タートダッシュ

事業費

4,154 県民の二酸化炭素排出量の削減に向けた気運

を醸成するため、「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥあ

おもり宣言」のもと、市町村や地元プロスポー

ツチーム等と連携した普及啓発活動を行うのに

要する経費

⑶ 家庭のエコ

活促進事業費

4,271 家庭での環境配慮行動を促進し、家庭部門に

おける二酸化炭素排出量の削減を図るため、子

育て世帯への普及啓発のためのパンフレット等

を作成するとともに、エコ活サロンや商店街と

連携したキャンペーン等を行うのに要する経費

⑷ あおもりス

マートムーブ

普及拡大プロ

ジェクト事業

費 （新規）

5,031 交通における二酸化炭素排出量の削減に向け

た取組みであるスマートムーブを推進するため、

スマートムーブ通勤の実施に向けた出張講座を

開催するとともに、公共交通機関を利用したス

ポーツ観戦をテーマとしたイベント等による普

及啓発を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑸ 中小事業者

省エネ・エネ

マネCO2CO2

（コツコツ）

削減事業費

（新規）

7,972 中小事業者の省エネ対策を促進するため、本

県の地域性に適合した簡単で使いやすい省エネ

の継続的改善手法を構築するとともに、省エネ

情報説明会の開催、省エネ診断等を支援する専

門家派遣、省エネ設備導入のサポート等を行う

のに要する経費

環境教育推進事業

費

6,959 県民の環境意識を高め、地域で多様な主体が

協働して環境教育を推進する仕組みを構築する

ため、環境教育専門員による出前講座の開催、

大学等との連携による体験型環境教育モデルの

構築、地域における環境活動ネットワークの形

成に向けたシンポジウムの開催等を行うのに要

する経費

◦環境出前講座実施事業費 1,776

◦あおもり環境人財育成促進事業費（新規）

5,183

青森県循環型社会

形成推進事業費

17,910 廃棄物の排出削減、リサイクルの推進等によ

る循環型社会を実現するため、平成32年度まで

を計画期間とする青森県循環型社会形成推進計

画の進行管理及び平成33年度を始期とする新た

な計画の策定に向けた基礎調査の実施等に要す

る経費

ごみゼロあおもり･

３Ｒ推進事業費

9,012 一般廃棄物の減量化及びリサイクル率向上を

図るための県民運動を推進するとともに、一人

一日当たりのごみ排出量980グラムの達成に向

け、市町村と連携したキャンペーンの展開、小

学生を対象とした家庭での３Ｒチャレンジ、多

量排出事業者の調査・訪問指導、市町村と民間

事業者による３Ｒ推進のネットワークづくり等

を行うのに要する経費

◦ごみゼロあおもり普及啓発事業費 1,171

◦「ごみ減量チャレンジ980」３Ｒ推進事業

費（新規） 7,841

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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食品ロス削減・生

ごみ減量強化事業

費

6,324 家庭から排出される生ごみの減量化や事業系

食品ロスの削減を図るため、食品小売店や飲食

店等と連携し、生ごみの水切り徹底や食品ロス

の削減などの普及啓発等を行うのに要する経費

ＰＣＢ期限内処分

加速化事業費

（新規）

48,509 ＰＣＢ廃棄物の期限内における適正な処分を

促進するため、ＰＣＢ使用安定器の掘り起こし

調査や立入検査等を実施するとともに、ＰＣＢ

使用安定器の判別作業等の研修会や処分時の運

搬費用の軽減に向けたマッチング相談会の開催

等を行うのに要する経費

県外産業廃棄物等

適正処理推進事業

費

8,983 青森県県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議

等に関する条例に基づき、県外から搬入される

産業廃棄物の適正な処理を推進し、生活環境の

保全を図るため、搬入事前協議、監視・指導等

を実施するのに要する経費

◦県外産業廃棄物等事前協議事業費 2,697

◦悪質不法投棄等調査・撤去指導事業費

4,912

◦排出事業者適正処理指導事業費 1,374

県境不法投棄対策

事業費

250,085 本県田子町及び岩手県二戸市の県境における

産業廃棄物不法投棄現場の環境再生対策、汚染

地下水の浄化等に要する経費

◦環境再生対策事業費 1,319

◦汚染拡散防止対策事業費 219,189

◦環境モニタリング調査費 29,577

県境不法投棄現場

周辺対策事業費

364

債務負担

行為設定

額

3,000,000

⑴ 県境不法投

棄現場跡地再

生事業費

364 環境再生計画に基づき、現場跡地に植林した

苗木の管理・育成を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑵ 風評被害対

策給付金（債

務負担行為）

債務負担

行為設定

額

3,000,000

県境不法投棄事案に係る特定支障除去等事業

の実施に伴う風評により経済的損失を受けた場

合に、県が当該被害の範囲内で損失を補てんす

るための給付金

浄化槽整備費補助 35,006 市町村が行う浄化槽設置整備事業に要する経

費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
６

補 助 限 度 額 市町村の補助基準額の１
６

又は国庫補助基準額の１
６

相当の定額のいずれか低

い額

小川原湖水質改善

緊急対策事業費

（新規）

9,012 小川原湖の水環境の改善と流域住民の水質保

全に向けた意識醸成を図るため、姉沼及び内沼

の水質等を調査し、水質改善対策を検討すると

ともに、流域市町村等と連携して住民参加のク

リーン作戦等を実施するのに要する経費

世界自然遺産白神

山地関連事業費

5,295 世界自然遺産白神山地の価値と保全の必要性

を周知するとともに、豊富な資源を活かした誘

客促進や生業づくりを推進するのに要する経費

⑴ 世界自然遺

産「ビジット

白神山地」プ

ロジェクト事

業費

3,055 白神山地の保全や周辺地域の持続的発展を図

るため、著名な自然愛好家を招請し、地域の自

律的推進体制の構築に向けた意見交換会を開催

するとともに、雑誌社とタイアップした白神山

地の魅力の情報発信を行うのに要する経費

⑵ 白神岳魅力

向上発信事業

費

2,240 白神岳の魅力向上による白神山地周辺地域の

誘客を促進するため、白神岳登山道「二股コー

ス」の体験プログラムを実施し、登山愛好者に

対してＳＮＳ等で情報発信するとともに、コー

スガイドマップを作成するのに要する経費

自然公園の保護と

利活用推進事業費

（新規）

（東北観光復興対

策交付金活用事業）

4,033 自然公園の保護と適正な利活用を推進するた

め、自然公園の利用に当たっての規制やルール･

マナーを伝えるサイトの構築、ルールブックの

作成、自然観察ガイドや自然公園指導員向けの

研修会の開催等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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野生鳥獣管理対策

強化推進事業費

（新規）

36,656 人と野生動物が共生できる環境づくりに向け

て、ニホンジカ、イノシシ及びツキノワグマの

管理体制の強化を図るため、関係機関との連携

強化、指定管理鳥獣の捕獲、生息数調査の実施、

捕獲技術の確立、狩猟者の技術向上等を行うの

に要する経費

環境生活部

農林水産部

県土整備部

海岸漂着物等地域

対策推進事業費

110,807 地域の美しく豊かな海と海岸の価値を一層高

めるため、海岸漂着物等の発生抑制に係る普及

啓発や県管理海岸における海岸漂着物等の回収･

処理等を行うとともに、市町村が実施する取組

みを支援するのに要する経費

◦海岸漂着物等地域対策推進事業費 1,650

◦海岸漂着物等地域対策推進事業費補助

98,156

補助金交付先 市町村

補 助 率

県 管 理 海 岸 10
10

市町村管理海岸 ７
10又は８

10（木造船の

処理の場合8.5
10又は９

10）

◦漁港海岸漂着物等地域対策推進事業費

3,665

◦港湾海岸漂着物等地域対策推進事業費

7,336

環境生活部

警 察 本 部

教育委員会

青少年の安全・安

心なネット利用環

境づくり推進事業

費 （新規）

6,690 青少年のインターネット利用におけるモラル

やリテラシーの向上を図るため、インターネッ

トを介したいじめや犯罪被害の危険性等を啓発

するキャンペーン、学校や家庭で活用する指導

啓発用リーフレットの作成、規範意識醸成に向

けた動画の配信等を行うのに要する経費

総 務 部

健康福祉部

社会保障関係費 82,712,483 介護保険関連経費 22,364,449

後期高齢者医療関連経費 17,071,930

国民健康保険関連経費 14,082,656

児童手当等負担金 2,476,985

教育・保育給付費負担金（再掲） 11,154,015

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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子育て支援施設等利用給付費補助（新規）

131,577

地域子ども・子育て支援事業費補助（再掲）

1,234,889

障害者自立支援給付費関連経費 9,673,944

県立病院負担金（社会保障関係費分）（再掲）

2,993,148

その他社会保障関係費（地域医療介護総合確保

基金関連経費を除く） 1,528,890

教育・保育無償化

関連事業費（新規）

922,203 平成31年10月以降の幼児教育・保育の無償化

に要する経費

◦教育・保育給付費負担金（幼児教育・保育

無償化分）（再掲） 808,700

◦子育て支援施設等利用給付費補助（幼児教

育・保育無償化分）（再掲） 113,503

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
４（ほかに国１

２）

健康福祉部 保健・医療・福祉

包括ケアシステム

関連経費

6,788

⑴ あおもり地

域保健･医療･

福祉総合推進

事業費

525 県民が生涯にわたり地域において安心して生

活できるよう、保健・医療・福祉包括ケアシス

テムの構築及び運営体制の充実・強化を図るの

に要する経費

⑵ 「青森県型

地域共生社会」

実現に向けた

保健・医療・

福祉機能強化

支援事業費

6,263 保健・医療・福祉包括ケアシステムに地域づ

くりの視点等を加えた「青森県型地域共生社会」

を実現するため、市町村の保健・医療・福祉機

能の強化に向けた環境づくりや多職種連携によ

る包括的な支援体制の構築等を行うのに要する

経費

包括的支援体制構

築支援事業費

（新規）

743 福祉ニーズの多様化・複雑化を踏まえた包括

的な相談支援体制の構築を図るため、市町村に

対してアドバイザーを派遣するとともに、課題

や手法についての情報交換会を開催するのに要

する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―20―



生活困窮者自立支

援法関連経費

191,376 生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化

を図るため、生活困窮者に対し、自立相談支援、

就労準備支援、住居確保給付金の支給、生活福

祉資金貸付等の支援を行うのに要する経費

◦生活困窮者自立支援事業費 57,437

◦被保護者・生活困窮者就労準備支援事業費

25,545

◦生活困窮世帯児童等学習支援事業費（再掲）

15,173

◦生活困窮者家計相談支援事業費 5,721

◦生活福祉資金貸付費補助 15,493

◦要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付

費補助 3,606

◦日常生活自立支援事業費補助 68,401

※補助金交付先は県社会福祉協議会、補助率

は10
10（国１

２、県１
２）

災害時保健･医療･

福祉提供体制整備

関連経費

10,261

⑴ 災害福祉広

域支援ネット

ワーク構築事

業費

2,567 大規模災害時における要配慮者への支援体制

の構築を図るため、災害福祉支援チーム（ＤＣ

ＡＴ）関係機関等による協議会やチーム員の養

成研修等を実施するのに要する経費

⑵ 保健医療調

整本部等体制

整備事業費

（東日本大震

災復興推進基

金活用事業）

3,517 大規模災害時における保健医療活動体制の強

化を図るため、保健医療調整本部等において活

動する人材の育成、市町村との連携体制構築に

向けた研修等を実施するのに要する経費

⑶ 災害医療コー

ディネート体

制強化事業費

（東日本大震

災復興推進基

金活用事業）

4,177 大規模災害時における緊急的かつ継続的な医

療提供体制の確保を図るため、災害医療コーディ

ネーターや保健所職員を対象とした実践研修等

を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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がん対策重点推進

事業費

143,034

⑴ がん総合対

策事業費

12,892 がん死亡率の減少とがんと共生する社会づく

りを推進するため、女性のための広域的ながん

検診体制やがん検診の精度管理の向上に取り組

む体制を構築するとともに、ピアサポーターを

活用した院外がんサロンの開催を支援するのに

要する経費

◦女性のためのがん対策事業費 1,244

◦地域連携によるがん検診精度管理向上事業

費 9,316

◦がん相談支援推進事業費 2,332

・がん相談支援推進事業費補助 1,200

補助金交付先 八戸市立市民病院、

十和田市立中央病院、

三沢市立三沢病院、

むつ総合病院

補 助 率 定額（国１
２、県１

２）

・がん相談支援推進事業費負担金（再掲）

300

負担金交付先 県立中央病院

・県推進事業費 832

⑵ がん診療連

携拠点病院機

能強化事業費

56,000 がん診療連携拠点病院に求められる相談支援、

地域医療機関に対する研修及び院内の人材養成

等の実施に対する支援等に要する経費

◦がん診療連携拠点病院機能強化事業費補助

36,000

補助金交付先 八戸市立市民病院、十

和田市立中央病院、三

沢市立三沢病院、むつ

総合病院

補 助 率 定額（国１
２、県１

２）

◦がん診療連携拠点病院機能強化事業費負担

金（再掲） 20,000

負担金交付先 県立中央病院

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑶ がん情報提

供システム運

営事業費

5,268 がんに関する正しい知識を広く県民に情報発

信するためのがん情報、がん相談等に関するデー

タベースの運営に要する経費

⑷ 全国がん登

録推進事業費

7,314 がん医療の質の向上、がんに関する情報提供

の充実及び科学的知見に基づいたがん対策のた

めの全国がん登録の実施等に要する経費

⑸ 大腸がん検

診モデル事業

費

61,560 本県のがん死亡率を特に押し上げている大腸

がんに係るがん検診受診率の向上を図るため、

未受診者に対する受診勧奨体制の構築に向けた

取組みを実践するとともに、ハイリスク者に係

るリスク検証を行うための内視鏡検査を実施す

るのに要する経費

肝炎特別対策事業

費

178,687

⑴ 肝炎治療医

療費助成事業

費

149,673 肝炎治療の推進により肝がんへの進行を予防

するため、インターフェロン・インターフェロ

ンフリー・核酸アナログ製剤治療を必要とする

Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎患者に対する医療費

の一部を助成するのに要する経費

⑵ 肝がん・重

度肝硬変治療

研究促進事業

費

11,000 肝がん・重度肝硬変の予後の改善や生活の質

の向上、再発の抑制を図るため、Ｂ型・Ｃ型肝

炎ウイルスに起因する肝がん・重度肝硬変患者

に対する入院医療費の一部を助成するのに要す

る経費

⑶ 肝炎検査関

連経費

6,757 肝炎ウイルス感染者や肝炎患者の早期発見・

早期治療による重症化を予防するため、検査を

実施するとともに、検査費用の一部を助成する

のに要する経費

◦緊急肝炎検査事業費 4,772

◦肝炎ウイルス検査陽性者初回精密検査費助

成事業費 561

◦職域肝炎ウイルス検査費助成事業費 1,224

◦肝炎ウイルス陽性者定期検査費助成事業費

200

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―23―



⑷ 肝疾患診療

連携拠点病院

事業費補助

11,257 肝疾患診療連携拠点病院が実施する肝疾患相

談センターの運営や専門医療機関等との協議会

の開催等に要する経費に対する補助

補助金交付先 弘前大学医学部附属病院

補 助 率 10
10（国１

２、県１
２）

糖尿病対策関連事

業費

34,675

⑴ 民間協働型

健やか力啓発

事業費

9,357 民間企業との協働による普及啓発により、生

活習慣病の無関心層が意識せずに健康になる環

境づくりを推進するため、スーパーマーケット

における生活習慣病予防のディスプレイコンテ

スト、生命保険会社外交員を新たな健康づくり

の担い手として育成する研修、県民の味覚と食

習慣に関する調査結果に基づいた改善の啓発を

実施するのに要する経費

◦高血糖からマモルキャンペーンｉｎスーパー

マーケット事業費 5,133

◦健やかレディーで未来を変える事業費

1,471

◦食生活調査ＰＲ強化事業費 2,753

⑵ 糖尿病と歯

周病を切り口

とした医科・

歯科連携事業

費 （新規）

4,468 合併症であり相互に影響を与える歯周病と糖

尿病の早期治療・重症化予防を図るため、県内

医科・歯科の連携推進に向けた検討委員会の設

置、研修会の開催及び普及啓発を実施するとと

もに、県民の理解促進のための公開講座を開催

するのに要する経費

⑶ オール青森

で糖尿病リテ

ラシー向上事

業費

7,625 糖尿病に関する正しい知識を県民に浸透させ、

糖尿病の発症及び重症化の予防を図るため、県

職員をメンバーとした青森県庁糖尿病リテラシー

向上委員会を組織し、全県的なキャンペーンを

展開するとともに、市町村の糖尿病対策につい

ての調査・協議を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑷ 国保糖尿病

患者抽出・受

診勧奨等促進

事業費

（国民健康保

険特別会計）

13,225 市町村における糖尿病の重症化予防と医療費

適正化の取組みを促進するため、国保データベー

スを用いて受診勧奨・保健指導すべき糖尿病患

者を抽出できるツールを開発するとともに、当

該ツールの活用方法や効果的な受診勧奨手法等

の研修等を行うのに要する経費

県民の未来と健康

をマモル！タバコ

対策事業費（新規）

6,603 本県の喫煙率の低下と健康増進法の改正に伴

う受動喫煙防止対策の徹底を図るため、県民向

け啓発キャンペーン、事業者等向けの対策会議

や個別相談会、事業所実態調査等を実施するの

に要する経費

高血圧と不整脈か

ら血管をマモル事

業費

4,876 脳血管疾患と心疾患の早期発見と重症化予防

を図るため、血圧・脈拍測定に関する正しい知

識やリスク因子となる生活習慣病等を普及啓発

するとともに、保健指導技術に係る研修会やモ

デル事業所における日常的な血圧・脈拍管理の

効果測定等を実施するのに要する経費

女性発信！農業者･

漁業者の健やか力

向上事業費（新規）

5,113 農業者や漁業者の健康づくりを推進するため、

農協・漁協の女性部と連携し、食事と運動の体

験活動を含んだ意識啓発のセミナーを開催する

とともに、働きながら健康づくりに取り組む夫

婦の事例を紹介するリーフレットを作成し、機

運醸成を図るのに要する経費

あおもり型健康経

営プロモーション

事業費 （新規）

5,780 青森県健康経営事業所の認定拡大を図るため、

農林漁業や医療福祉分野における認定取得推進

に向けた研修会やインセンティブ検討会の開催、

従業員の高齢化を踏まえた更新研修、健康経営

に関する事例集の作成及び女性が代表を務める

事業所等への働きかけを行うのに要する経費

無理のない減塩推

進ムーブメント創

出事業費（新規）

3,604 高血圧に起因する心疾患や脳血管疾患などの

生活習慣病の予防を図るため、小学校における

減塩食習慣定着に向けた啓発や保育所給食にお

ける減塩食品の利用促進を行うとともに、食品

製造業者に対する栄養成分表示に関する周知と

減塩食品の開発促進に向けた研修会を実施する

のに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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歯と口の健康づく

り推進事業費

11,132 ライフステージに応じた歯と口の健康づくり

を推進するため、口腔保健支援センターを運営

するとともに、８０２０運動、歯周病等予防キャ

ンペーン及び幼稚園・保育所等への訪問指導等

を行うのに要する経費

骨髄ドナー助成事

業費補助（新規）

980 骨髄バンク事業における骨髄等提供環境の充

実を図るため、提供時の骨髄ドナー及びドナー

特別休暇を利用した場合の勤務先に助成するの

に要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（ほかに市町村１

２）

補 助 限 度 額

骨髄ドナー ７日間を上限として１日

当たり１万円（ドナー特

別休暇制度がない場合に

限る）

勤 務 先 ７日間を上限として１日

当たり５千円（ドナー特

別休暇を利用した場合に

限る）

医師確保対策関連

経費

502,720

債務負担

行為設定

額

27,000

⑴ 自治医科大

学運営費特別

分担金

132,600 本県出身医師を養成し、へき地医療を確保す

るための自治医科大学の運営に要する経費に対

する分担金

⑵ 医師修学資

金貸付金

26,046

債務負担

行為設定

額

27,000

本県出身の医学生で、将来、県内の病院・診

療所等に医師として勤務しようとする者に対し

修学資金を貸与するのに要する経費

貸与対象人員 14人（うち新規分は県外

大学進学者３人）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑶ 弘前大学医

学部入学生特

別対策事業費

補助

（電源三法交

付金活用事業）

106,668 弘前大学医学部入学生に対する修学資金等の

貸与に要する経費に対する補助

補助金交付先 県国民健康保険団体連合

会

補 助 率 １
２（ほかに市町村１

２）

ただし、当面の間は３
４（ほ

かに市町村１
４）

⑷ 地域医療支

援センター事

業費

101,657 地域医療支援センターにおいて、地域医療に

従事する医師のキャリア形成支援、医師に対す

る求人・就職等の情報発信や相談対応による医

師確保の促進等を行うのに要する経費

◦地域医療支援センター設置運営事業費

65,012

◦キャリア形成連携支援事業費（新規）

5,861

◦医師偏在対策事業費（新規） 3,221

◦医師臨床研修魅力発信・研修環境支援事業

費 15,630

◦ＵＩＪターン医師確保事業費 1,569

◦へき地医療支援機構運営事業費 333

◦地域医療を担う人材育成事業費 4,027

◦若手医師フォローアップ事業費 3,981

◦新たな専門医制度対策事業費 2,023

⑸ 地域で活躍

する良医育成

推進事業費

120,000 地域医療構想の実現に向け、弘前大学医学部

附属病院にへき地等地域医療、周産期医療、障

害児医療及び脳神経外科専門医を志す医師を確

保・育成するための研究開発等を行う寄附講座

を設置するとともに、県南地域の周産期医療体

制、津軽地域の救急医療提供体制及び下北地域

の安定的な医療提供体制の確保の取組みを支援

するのに要する経費

◦地域医療推進事業費 70,000

◦周産期専門医確保対策事業費補助 10,000

補助金交付先 八戸市立市民病院

補 助 率 １
２（ほかに市１

２）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦救急医療提供体制確保対策事業費補助

15,000

補助金交付先 弘前圏域定住自立圏地

域救急医学協議会（仮

称）

補 助 率 １
２

◦下北圏域医師確保特別対策事業費補助（新

規） 25,000

補助金交付先 一部事務組合下北医療

センター

補 助 率 １
２

⑹ 医療勤務環

境改善支援セ

ンター運営事

業費

3,704 勤務環境改善に取り組む医療機関に対して総

合的・専門的な支援を行う医療勤務環境改善支

援センターの運営に要する経費

⑺ 医師相談窓

口設置事業費

4,545 県内医師が継続して働き続ける環境づくりを

推進するため、医師相談窓口を設置・運営する

のに要する経費

⑻ 下北圏域非

常勤医師送迎

支援事業費補

助 （新規）

7,500 常勤医師の確保が困難な下北地域において応

援医師の確保を図るため、派遣元医療機関等と

むつ総合病院との間で送迎用車両を運行するの

に要する経費に対する補助

補助金交付先 一部事務組合下北医療セ

ンター

補 助 率 １
２

看護職員資格取得

特別対策事業費

20,858 看護職員の育成・定着とひとり親家庭等の経

済的な自立を一体的に進めるため、ひとり親家

庭等の看護職員資格取得希望者と医療機関との

マッチングを行うとともに、医療機関が行う資

格取得費用等の貸付を支援するのに要する経費

◦看護職員資格取得特別対策事業費補助

20,037

補助金交付先 （公社）県医師会

事業実施主体 医療機関

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 821

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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ドクターヘリ運航

関連経費

512,535

⑴ ドクターヘ

リ運航事業費

500,502 県民の救命率の向上を図るため、県立中央病

院及び八戸市立市民病院によるドクターヘリ（２

機体制）の運航を実施するのに要する経費

⑵ ドクターヘ

リ運航維持管

理費負担金

（再掲）

12,033 県立中央病院におけるドクターヘリの運航・

維持管理に要する経費に対する負担金

有床診療所等スプ

リンクラー等施設

整備費補助

101,494 有床診療所等におけるスプリンクラー等の消

防設備の整備に要する経費に対する補助

補助金交付先 有床診療所等

補 助 率 定額（国10
10）

ハイリスク妊産婦

アクセス支援事業

費補助

5,040 安全安心に分娩できる環境整備と産科医療体

制の維持・充実を図るため、ハイリスク妊産婦

の周産期母子医療センターへの通院や待機宿泊

を支援するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 対 象 者 ハイリスク妊婦・分娩管

理加算の対象となる妊産

婦等

補 助 率 １
２（ほかに市町村１

２）

補 助 限 度 額 １人当たり２万５千円

訪問看護推進対策

事業費

11,541 在宅医療を担う訪問看護に従事する看護職員

の確保を図るため、訪問看護の体験型研修を実

施するとともに、在宅医療関係者による訪問看

護ステーションの機能強化に関する意見交換会

の開催等を行うのに要する経費

新しい薬剤師の人

財創出事業費

（新規）

5,246 薬剤師の県内定着と本県への還流促進を図る

ため、高校生に対して薬系大学への進学を促進

する啓発活動や職場体験を実施するとともに、

大学生向けの県内就職案内・相談会の開催及び

県外の薬剤師に対するＵＩＪターンに関する情

報発信を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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地域医療介護総合

確保基金関連経費

7,262,296

⑴ 地域医療介

護総合確保基

金積立金

3,388,664 地域における医療及び介護の総合的な確保を

図る事業の実施及び支援のための基金の造成に

要する経費

⑵ 地域医療介

護総合確保対

策事業費

3,873,632 地域における医療及び介護の総合的な確保を

図るため、病床の機能分化・連携の推進や医療･

介護従事者の確保・養成、介護施設等の整備、

在宅医療提供体制の構築に係る取組みを充実・

強化するのに要する経費

◦地域医療構想推進費 7,821

◦地域医療情報共有システム整備費補助

44,000

補助金交付先 あおもりメディカル

ネット運営協議会

補 助 率 10
10

◦病床機能分化・連携推進施設設備整備費補

助 611,080

・回復期病床転換分 350,000

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

・在宅医療推進分 30,000

補助金交付先 在宅医療等を提供す

る医療機関等

補 助 率 １
２

・用途変更等分 167,000

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

・改築分（新規） 64,080

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

◦病床機能転換人材確保事業費 23,930

・病床機能転換専門研修事業費 21,000

・新人訪問看護職員研修事業費補助 2,930

補助金交付先 訪問看護ステーショ

ン

補 助 率 １
２

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦在宅医療多職種連携研修事業費 4,000

◦在宅歯科医療連携室整備事業費 2,607

◦歯科衛生士復職支援事業費（新規） 2,389

◦訪問看護推進事業費 3,807

◦訪問看護推進対策事業費（再掲） 11,541

◦在宅医療推進医療クラーク導入事業費補助

12,000

補助金交付先 在宅医療の拡大に取り

組む診療所

補 助 率 １
２

◦へき地等地域医療支援対策事業費補助（新

規） 15,000

補助金交付先 市町村等

補 助 率 １
２

補助対象事業 へき地等地域における

ＩＣＴを活用した医療

環境の維持・向上に資

する取組み

◦新興・再興感染症対策研修事業費 1,043

◦地域医療支援センター事業費（再掲）

101,657

◦弘前大学医学部入学生特別対策事業費補助

（再掲） 106,668

◦地域で活躍する良医育成推進事業費（再掲）

120,000

◦下北圏域非常勤医師送迎支援事業費補助（新

規）（再掲） 7,500

◦産科医確保支援事業費補助 24,205

補助金交付先 分娩手当を支給する病

院等

補 助 率 １
３

◦産科医確保支援事業費負担金（再掲） 2,126

負担金交付先 県立中央病院

◦新生児医療担当医確保支援事業費補助 366

補助金交付先 新生児医療担当医手当

を支給する病院

補 助 率 １
３

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦新生児医療担当医確保支援事業費負担金（再

掲） 426

負担金交付先 県立中央病院

◦医師相談窓口設置事業費（再掲） 4,545

◦医療勤務環境改善支援センター運営事業費

（再掲） 3,704

◦小児救急医療支援実施事業運営費補助

9,930

補助金交付先 市

補 助 率 ２
３

◦小児救急電話相談事業費 14,909

◦糖尿病と歯周病を切り口とした医科・歯科

連携事業費（新規）（再掲） 4,468

◦病院内保育所運営費補助 5,619

補助金交付先 民間立病院及び診療所

補 助 率 １
３

◦ナースセンター事業費 4,897

◦新人看護職員研修事業費補助 12,283

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

◦新人看護職員研修事業費負担金（再掲）

1,135

負担金交付先 県立中央病院、県立つ

くしが丘病院

◦看護師等確保・資質向上推進事業費 4,189

◦看護師等養成所運営費補助 100,085

補助金交付先 看護師等養成所

補 助 率 定額

◦看護教員養成講習会参加支援事業費補助

648

補助金交付先 看護師等養成所

補 助 率 定額

◦認定看護師等育成支援事業費補助 3,400

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦地域密着型サービス等提供施設整備費補助

1,930,078

補助金交付先 市町村、社会福祉法人、

医療法人

補 助 率 定額

◦施設開設準備経費等支援事業費補助

432,700

補助金交付先 市町村、社会福祉法人、

医療法人

補 助 率 定額

◦介護職の魅力発信事業費補助 3,138

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 介護の魅力発信フェス

ティバルの開催等

◦介護技術コンテスト開催費補助 3,562

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 10
10

◦福祉・介護人材参入促進事業費 21,408

・福祉・介護人材確保対策事業費補助

15,858

補助金交付先 県社会福祉協議会、

介護福祉士養成施設

等

補 助 率 10
10

補助対象事業 初任者研修の受講支

援、福祉・介護体験

セミナー等の開催

・県推進事業費 5,550

◦介護体験型理解促進事業費 5,817

◦介護人材育成認証評価制度事業費 18,577

◦介護ロボット導入支援事業費補助 5,512

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 10
10

補助対象事業 介護ロボット導入のた

めの研修の実施、利活

用の検討、導入支援等

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦あおもりノーリフティングケア推進事業費

（新規） 10,333

◦介護事業所に対する業務改善支援モデル事

業費（新規） 926

・介護事業所に対する業務改善支援モデル

事業費補助 900

補助金交付先 介護事業所

補 助 率 １
２

補助対象事業 国の生産性向上ガイ

ドラインに基づくコ

ンサルタント等を活

用した業務改善の実

施

・県推進事業費 26

◦介護事業所ＩＣＴ導入支援モデル事業費（新

規） 4,045

・介護事業所ＩＣＴ導入支援モデル事業費

補助 2,700

補助金交付先 介護事業所

補 助 率 １
２

補助対象事業 ＩＣＴを活用した業

務負担軽減等の取組

み

・県推進事業費 1,345

◦新介護職員応援イベント開催事業費 2,637

◦新採用介護職員人材育成・定着支援事業費

補助 736

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 新採用介護職員に対す

るエルダー・メンター

シップ制度等の導入に

向けた指導者兼支援者

養成研修の実施

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦介護事業所内保育施設運営費補助 48,221

補助金交付先 介護事業所内保育施設

を設置・運営する法人

補 助 率 ２
３

補助対象経費 事業所内保育施設運営

に係る人件費

◦福祉・介護人材定着促進事業費 6,382

◦潜在的有資格者等再就業促進事業費 2,563

◦福祉・介護人材キャリアパス支援事業費

3,284

・福祉・介護人材確保対策事業費補助

1,813

補助金交付先 介護福祉士養成施設

等

補 助 率 10
10

補助対象事業 福祉・介護従事者等

のスキルアップ研修

等の実施

・県推進事業費 1,471

◦アセッサー講習受講支援事業費補助 1,295

補助金交付先 アセッサー講習受講者

が所属する介護事業所

補 助 率 10
10

◦チームワーク強化支援事業費補助 1,284

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 スーパーバイザーの養

成研修、スーパーバイ

ザーによる出前講座等

の実施

◦介護職員初任者ヒューマンスキルアップ事

業費補助 1,698

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 経験年数３年未満の介

護職員を対象とした人

間力及び社会人基礎力

向上研修の実施

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦中堅介護職員スキルアップ事業費補助

1,198

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 中堅介護職員のマネジ

メント能力を強化する

ためのキャリアデザイ

ン研修等の実施

◦管理者キャリアサポート事業費補助 845

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 管理職員のマネジメン

ト・管理・統率能力を

強化するための研修等

の実施

◦介護人材発掘育成事業費 17,601

◦福祉・介護人材マッチング機能強化事業費

9,429

◦介護支援専門員資質向上事業費 314

◦介護支援専門員地域同行型研修事業費補助

2,504

補助金交付先 （公社）県介護支援専門員

協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 介護支援専門員初任者

を対象とした実地研修

等の実施

◦介護予防事業支援のためのリハビリテーショ

ン専門職養成事業費（新規） 971

◦認知症サポート医養成事業費（新規）1,977

◦認知症初期集中支援チーム員・認知症地域

支援推進員育成事業費 3,697

◦認知症対応力向上研修事業費 5,503

◦介護従事者向け認知症介護研修事業費

1,439

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦市民後見推進事業費補助 5,964

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（複数市町村による

共同実施の場合３
４）

補助対象事業 市民後見人養成研修等

の実施

◦認知症ケアにおける多職種連携研修事業費

補助 823

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 医療及び介護職員の連

携促進を図るための研

修等の実施

◦介護職員等医療的ケア研修事業費 21,441

◦医療介護連携推進事業費 3,585

◦医療介護連携介護職員養成モデル事業費補

助 3,313

補助金交付先 （公社）県医師会

補 助 率 10
10

補助対象経費 介護職員の准看護師資

格取得を支援するため

の修学資金の貸付原資

及び事務費

◦「青森県型地域共生社会」実現に向けた保

健・医療・福祉機能強化支援事業費（再掲）

6,263

◦介護施設における看護職員の資質向上推進

事業費補助（新規） 1,188

補助金交付先 （公社）県看護協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 認定看護師による介護

施設の訪問研修の実施

◦地域包括支援センター職員等研修事業費

911

◦生活支援サービス拡充深化事業費（再掲）

7,895

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦訪問介護サービス提供責任者研修事業費補

助 597

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 訪問介護サービスの質

の向上等に向けた訪問

介護サービス提供責任

者を対象とした研修の

実施

新型インフルエン

ザ等対策推進事業

費

163,897 新型インフルエンザ等対策特別措置法及び行

動計画に基づく医療資器材等の備蓄及び医療提

供体制の整備等に要する経費

難病対策費 1,670,497 難病法に基づく特定医療費等の自己負担額の

全部又は一部を助成するのに要する経費

◦難病特定医療費 1,668,779

◦特定疾患治療研究事業費 1,718

重症難病患者在宅

療養支援事業費

2,514 人工呼吸器を装着して在宅療養している重症

難病患者を常時介護する家族のレスパイトケア

のため、患者の一時入院を支援するとともに、

看護人を居宅に派遣するのに要する経費

食の安全を担う獣

医師確保対策事業

費

11,169

債務負担

行為設定

額

10,800

県の獣医師職員不足に対処するための修学資

金の貸与、獣医師確保に向けた特別講座・交流

会の開催及びネットワーク体制の整備に要する

経費

◦獣医師修学資金貸付金 10,080

貸 与 対 象 者 獣医系大学に在籍する

４年生以上の学生

貸与対象人員 ５人

制度拡充内容 獣医師免許取得後、直

ちに県に勤務しなかっ

たこと等により返還債

務を負った者について、

後に県獣医師職員とな

り、条例で規定する期

間を勤務した場合、残

る債務を免除の対象と

する。

◦県推進事業費 1,089

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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青森県水道ビジョ

ン策定事業費

（新規）

9,020 広域的な視点と中長期的な展望に立ち、持続

可能な水道のあり方を示し、その実現に向けた

取組みを推進するため、青森県水道ビジョンを

策定するのに要する経費

生活基盤施設耐震

化等交付金

1,398,666 水道事業者の運営基盤を強化するため、水道

施設等の耐震化や水道事業の広域化を支援する

のに要する経費に対する交付金

交付金交付先 水道事業者（市町村、一

部事務組合）

交 付 率 １
２（国１

２）、４
10（国４

10）、

１
３（国１

３）、１
４（国１

４）

ＨＡＣＣＰ普及・

推進事業費

7,576 県産食品の安全性向上と国内外への発信力の

強化を図るため、ＨＡＣＣＰ導入の相談・指導

体制の構築、普及啓発方法の検討、事業者向け

のセミナー、消費者向けのＰＲ等を行うのに要

する経費

認知症地域支援体

制構築推進事業費

（新規）

4,475 認知症に対する地域での見守りと適切な治療

や生活支援を提供する体制を構築するため、市

町村や県を越えた見守りネットワークに関する

手引きの作成、医療・介護関係者等による検討

会の開催及び医療・介護の情報連携を図る手帳

のモデル的運用を実施するのに要する経費

生活支援サービス

拡充深化事業費

7,895 地域の実情に応じた介護予防・日常生活支援

総合事業の推進を図るため、市町村が実施する

介護予防・生活支援サービスの創出に向けた検

討会議を設置し、事業化を検討する市町村に専

門家を派遣するとともに、生活支援コーディネー

ターの養成研修等を実施するのに要する経費

介護福祉士修学資

金等貸付事業費補

助

4,051 国が掲げる「介護離職ゼロ」の実現に向けた

対策の強化に呼応した介護福祉士修学資金等貸

付事業の実施に要する経費に対する補助

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 １
10（ほかに国９

10）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補助対象経費 介護福祉士等養成施設の

入学者であって、将来県

内で介護福祉士等として

勤務しようとする者に対

する修学資金等の貸付原

資及び事務費

国民健康保険関連

事業費

（国民健康保険特

別会計）

127,055,023

一般会計

から特別

会計への

繰出金

8,738,616

国民健康保険の財政運営の責任主体として、

保険給付費等交付金等の交付、事業費納付金の

徴収、財政の安定化を図るための基金の造成、

その他保険事業を円滑に運営するのに要する経

費

◦保険給付費等交付金 102,188,335

◦後期高齢者支援金等 17,646,021

◦前期高齢者納付金等 72,804

◦介護納付金 7,014,094

◦特別高額医療費共同事業費拠出金 108,992

◦国民健康保険財政安定化基金積立金 606

◦国民健康保険推進事業費 10,946

◦国保糖尿病患者抽出・受診勧奨等促進事業

費（再掲） 13,225

里親養育包括支援

事業費 （新規）

20,221 包括的な里親支援の実施体制を構築するため、

県内３か所に里親養育包括支援機関を設置し、

里親募集と制度の普及促進、里親研修・トレー

ニング、里親の選定・マッチング、里親訪問支

援・相談対応等を行うのに要する経費

社会的養護自立支

援事業費（新規）

15,525 児童養護施設における入所措置等が終了する

者の自立に向けて、コーディネーターの設置に

よる継続支援計画の作成及び相談支援を行うと

ともに、直ちに自立した生活を行うことが困難

な高校生等について、22歳に到達する年度まで

の在学中、引き続き入所施設等での生活を支援

するのに要する経費

子どもの貧困対策

関連経費

208,444

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑴ 子どもの貧

困対策推進事

業費

547 子どもの貧困対策を総合的に推進するための

計画の進捗管理に要する経費

⑵ 未婚の児童

扶養手当受給

者に対する臨

時・特別給付

金事業費

（新規）

6,189 子どもの貧困に対応するため、未婚の児童扶

養手当受給者に対する臨時・特別給付金を給付

するのに要する経費

給付対象者 児童扶養手当受給者のうち

未婚のひとり親である者

給 付 額 17,500円

⑶ 地域の子ど

も支援ネット

ワーク形成事

業費

5,341 地域ぐるみでの子どもの貧困対策の取組みを

促進するため、市町村や民間団体等との情報共

有等を行う地域の子ども支援ネットワーク会議

を設置・運営するとともに、子どもの居場所づ

くりを推進する地域コーディネーターの配置や

研修会を実施するのに要する経費

⑷ 子どもの学

習支援等関連

経費

18,173 子どもの貧困の連鎖を防止するため、生活困

窮世帯の児童等に対する学習講習会を実施する

とともに、市町村が行う子どもの生活・学習支

援事業を支援するのに要する経費

◦生活困窮世帯児童等学習支援事業費 15,173

◦ひとり親家庭等生活向上事業費補助 3,000

補助金交付先 市

補 助 率 ３
４（国１

２、県１
４）

⑸ 家庭福祉対

策教育支援貸

付事業費補助

113,081 学ぶ意欲と能力のある子どもの教育機会の確

保と貧困の連鎖解消を図るため、一定の条件を

満たす生徒に対し、大学入学時に必要となる入

学金等の一時的経費を支援するための奨学金制

度の実施に要する経費に対する補助

補助金交付先 （公財）県育英奨学会

補 助 率 10
10

補助対象経費 大学に進学する生徒に対

する入学金等の一時的経

費の貸付原資及び事務費

貸 与 金 額 100万円／人以内

※大学を卒業後、県内に就業・居住し一定

の条件を満たす場合全額返還免除

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑹ 看護職員資

格取得特別対

策事業費

20,858 （再掲）

⑺ ひとり親家

庭等相談機能

強化事業費

900 ひとり親家庭の自立を支援する相談体制の強

化を図るため、支援の中心的役割を担う母子父

子自立支援員及び就業支援専門員等の資質向上

の研修を実施するとともに、制度を広く周知す

るパンフレットの作成・配布等を行うのに要す

る経費

⑻ 母子家庭等

就業・自立支

援センター事

業費

20,845 ひとり親家庭等の自立を支援するため、就業

に係る相談、講習会、情報提供等を行う母子家

庭等就業・自立支援センターの運営等に要する

経費

⑼ 母子家庭等

自立支援給付

事業費

15,296 母子家庭等が自立し、安定した生活を営むた

め、能力開発や資格取得に向けた講座及び高等

職業訓練の受講等に対する支援に要する経費

◦母子家庭等自立支援給付費補助 15,179

◦県事務費 117

⑽ ひとり親家

庭高等職業訓

練促進資金貸

付事業費補助

1,070 ひとり親家庭の生活の安定と自立を支援する

ため、高等職業訓練促進給付を活用した資格取

得と就業を促進するためのひとり親家庭等高等

職業訓練促進資金貸付事業の実施に要する経費

に対する補助

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 １
10（ほかに国９

10）

補助対象経費 高等職業訓練促進給付金

を活用して養成機関に在

学する者に対する入学準

備金等の貸付原資及び事

務費

⑾ 高等学校卒

業程度認定試

験合格支援事

業費補助

300 ひとり親家庭の生活の安定と自立を支援する

ため、高校を卒業していないひとり親家庭の親

又は子が高等学校卒業程度認定試験に合格する

ための講座を受講するのに要する経費に対する

補助

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補助金交付先 高校を卒業していないひ

とり親家庭の親又は子

補 助 率 定額（国３
４、県１

４）

⑿ 児童福祉施

設入所児童等

自立能力強化

事業費補助

3,800 児童養護施設入所児童等の自立を支援するた

め、入所児童等の就職に向けた資格取得又は大

学進学等に要する経費に対する補助

補助金交付先 児童養護施設等を設置す

る社会福祉法人及び里親

補 助 率 定額

⒀ 児童養護施

設退所者等自

立支援資金貸

付事業費補助

2,044 児童養護施設退所者等の生活の安定と自立を

支援するため、就職又は大学等への進学にあた

り安定した生活基盤を確保するための児童養護

施設退所者等自立支援資金貸付事業の実施に要

する経費に対する補助

補助金交付先 社会福祉法人

補 助 率 １
10（ほかに国９

10）

補助対象経費 住居や生活費など安定し

た生活基盤の確保が困難

な児童養護施設退所者等

に対する家賃相当額等の

貸付原資及び事務費

結婚支援協働サポー

ト事業費

16,209 社会全体で結婚を支援する気運を醸成するた

め、あおもり出会いサポートセンターを市町村、

関係団体、企業等と連携して運営する体制を構

築するとともに、結婚希望者を支援する縁結び

サポーターの養成、県内と首都圏の結婚希望者

を対象とした婚活イベントの開催、若者に結婚

について考える機会を提供するための大学生向

けライフプランセミナー等を行うのに要する経

費

「みんなで子ども･

子育てを応援！」

推進事業費（新規）

16,808 社会全体で子育てを応援する環境づくりを推

進するため、あおもり働き方改革推進企業認証

制度の周知と認証取得の推進を図るとともに、

市町村職員を対象とした子ども相談支援体制整

備に係る研修会の開催及び県民の子育て応援に

関する啓発活動を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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保育サービス提供

体制構築支援事業

費

5,537 保育所等を経営する法人が将来にわたり安定

的に保育サービスを提供する体制を確保するた

め、経営者向けのセミナーを開催するとともに、

経営の強化・効率化に向けた法人連携等の試行

的な取組みを行うのに要する経費

保育サービス事業

所等認証評価制度

事業費

2,742 保育所等を経営する法人の職員処遇や職場環

境の改善及び保育サービスの充実等に関する取

組み等を評価する保育サービス事業所等認証評

価制度を実施するのに要する経費

保育士・保育所支

援センター事業費

21,278 保育士の専門性向上と質の高い人材の安定的

な確保を図るため、保育士人材バンクを活用し

た潜在保育士の就職支援、保育士等の相談支援、

保育士研修等を実施する保育士・保育所支援セ

ンターの設置・運営を行うのに要する経費

保育士修学資金等

貸付事業費補助

10,135 国の保育人材確保対策の強化に呼応した保育

士修学資金等貸付事業の実施に要する経費に対

する補助

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 １
10（ほかに国９

10）

補助対象経費 保育士の資格取得に要す

る修学資金、再就職のた

めの準備金、ファミリー

サポート事業等の利用料

金の貸付原資及び事務費

教育・保育給付費

負担金

11,154,015 子ども・子育て支援新制度における認定こど

も園、保育所、幼稚園等の運営に要する経費に

対する負担金

負担金交付先 市町村

負 担 率 １
４、１

２

地域子ども・子育

て支援事業費補助

1,234,889 市町村子ども・子育て支援事業計画に従って

市町村が実施する子ども・子育て家庭等を対象

とする事業に要する経費に対する補助

◦放課後児童健全育成事業費補助 547,704

◦放課後児童クラブ充実促進事業費補助

2,393

◦地域子育て支援事業費補助 458,961

◦病児・病後児保育対策事業費補助 77,286

◦延長保育促進事業費補助 148,545

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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※補助金交付先は市町村、補助率は１
３（ほか

に国１
３）

保育料軽減事業費

補助

66,413 出生率の向上及び親が安心して子どもを生み

育てる環境づくりに資するため、第３子以降の

３歳未満児に係る保育料を軽減するのに要する

経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

軽 減 内 容

第 ４ 階 層 第３子以降の子どもの保

育料の２
３を減額

第５階層以上 第３子以降の子どもの保

育料と国基準額の１
２の額

との差額の２
３を減額

乳幼児はつらつ育

成事業費補助

798,745 乳幼児を健やかに育てるため、市町村が行う

乳幼児医療費給付事業に要する経費に対する補

助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

補 助 対 象 者 就学前児童

特定不妊治療費助

成事業費

92,594 少子化対策の一環として、不妊に悩む夫婦の

経済的負担を軽減するため、不妊治療に要する

費用の一部を助成するのに要する経費

◦特定不妊治療費助成事業費補助 91,875

補 助 限 度 額 １回当たり15万円（採

卵を伴わない凍結胚移

植の場合７万５千円）

男性不妊への治療を伴

う場合１回当たり15万

円上乗せ

初回に限り各15万円上

乗せ（採卵を伴わない

凍結胚移植は除く）

対 象 年 齢 43歳未満

通算助成回数 初回40歳未満は通算６

回まで

初回40歳以上43歳未満

は通算３回まで

◦県事務費 719

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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医療的ケア児関連

事業費

12,418 医療的ケア児とその家族が安心して生活でき

る地域づくりを推進するため、医療的ケア児の

支援に係る課題や対策等を検討する部会を設置･

運営するとともに、保健、医療、福祉、教育、

保育等の各関係機関の連携による相談支援体制

の充実や保育所等の受入体制の整備を行うのに

要する経費

◦医療的ケア児支援体制検討部会設置事業費

673

◦医療的ケア児支援体制推進事業費 4,794

◦保育所等勤務看護師医療的ケア研修事業費

1,326

◦医療的ケア児保育支援モデル事業費補助（新

規） 5,625

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
４（ほかに国１

２）

発達障害者支援セ

ンター関連事業費

54,103 発達障害者及びその家族への支援を総合的に

展開するため、発達障害者支援センターを県内

３箇所に設置・運営するとともに、支援スキル

アップ研修等を行うのに要する経費

◦発達障害者支援センター運営事業費 50,355

◦発達障害者支援体制促進事業費 2,694

◦発達障害者支援体制整備事業費 1,054

障害者就労施設工

賃向上支援事業費

4,848 障害者就労継続支援事業所における工賃向上

を図るため、市町村と連携した販売促進策を検

討する協議会を設置・運営するとともに、平均

工賃が低い事業所に工賃向上計画の作成を指導

するアドバイザーを派遣するのに要する経費

障害福祉サービス

事業所等認証評価

制度事業費

2,779 障害福祉サービス事業所等における職員処遇

や職場環境の改善及び提供サービスの充実等に

関する取組み等を評価する障害福祉サービス事

業所等認証評価制度を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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ひきこもり地域支

援センター設置運

営事業費

3,551 ひきこもりの状態にある本人や家族を支援す

るため、ひきこもり支援コーディネーターを配

置し相談支援を行うとともに、地域の関係機関

の連絡会議、社会参加を促進する当事者教室等

の開催、人材育成研修等を実施するひきこもり

地域支援センターの設置・運営を行うのに要す

る経費

自殺対策関連経費 61,059

⑴ 生きること

の包括的支援･

自殺対策事業

費 （新規）

16,660 高齢者、壮年期男性、若年層といった自殺ハ

イリスク層を中心とした自殺の減少を図るため、

自殺ハイリスク層ごとの要因に対応した対策の

強化や包括的な自殺防止の取組み等を実施する

のに要する経費

事業内容 高齢者の居場所づくり支援、

壮年期男性のメンタルヘルス

対策に係る情報交換会の開催、

子ども・若者のＳＮＳを活用

した相談受付、多職種による

連携体制構築に係る研修会の

実施、関係民間団体の交流会

等の開催、自殺予防県民大会

の開催等

⑵ 心のヘルス

アップ事業費

334 自殺対策連絡協議会の開催等に要する経費

⑶ 生活と健康

をつなぐ法律

相談事業費

1,754 こころの健康支援専門員による相談電話を設

置し、県民の法的な問題の解決やこころの相談

に対応するのに要する経費

⑷ あおもりい

のちの電話相

談事業費補助

1,740 自殺防止に取り組むＮＰＯ法人が行う電話相

談事業に要する経費に対する補助

補助金交付先 ＮＰＯ法人あおもりいの

ちの電話

補 助 率 10
10（国１

２、県１
２）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑸ 地域自殺対

策推進センター

運営事業費

3,194 自殺に関する市町村への相談支援や地域の関

係機関の連携調整、人材育成研修等を実施する

地域自殺対策推進センターの設置・運営に要す

る経費

⑹ 地域自殺対

策強化事業費

37,377 地域の実情に応じた自殺対策を強化するため、

自殺対策の有効性を検証するとともに、市町村

ごとの対策の検討・実施等に対する支援を行う

のに要する経費

◦地域自殺対策強化事業費補助 34,427

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（国１

２）、２
３（国２

３）、

10
10（国10

10）

◦県推進事業費 2,950

県立中央病院費 2,876,368

⑴ 負担金 2,676,368 不採算部門運営費 1,305,493

企業債等償還金 993,458

医療備品等整備費 9,440

共済組合長期追加費用 194,123

自治医科大学卒医師研修対策事業費 125,373

高度・先進医療等関連経費 48,481

⑵ 貸付金 200,000 運転資金貸付金 200,000

県立つくしが丘病

院費

800,968

⑴ 負担金 500,968 不採算部門運営費 478,086

企業債等償還金 852

医療備品等整備費 635

共済組合長期追加費用 21,136

新人看護職員研修事業費 259

⑵ 貸付金 300,000 運転資金貸付金 300,000

商工労働部 中小企業団体中央

会補助

143,855 中小企業団体中央会が行う指導事業等に要す

る経費に対する補助

補助金交付先 中小企業団体中央会

補 助 率 10
10

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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経営改善普及事業

費補助

1,307,883 商工会議所及び商工会が行う経営改善普及事

業等に要する経費に対する補助

補助金交付先 商工会連合会、商工会議

所

補 助 率 10
10

商工会連合会指定

事業費補助

203,829 商工会連合会が行う商工会指導事業等に要す

る経費に対する補助

補助金交付先 商工会連合会

補 助 率 10
10

あおもり型商店街

買物サービス向上

支援事業費

5,918 買物困難者が安心して暮らすことができる環

境づくりを推進するため、商店街と地域の団体

が連携した買物環境の向上に向けたモデル的取

組みを実施し、普及に向けた検討会等を開催す

るのに要する経費

クリエイティブ人

財との連携による

創造的商店街構築

事業費

3,801 商店街の活性化及び若者のＵＩＪターンや定

住を促進するため、デザイナー等のクリエイティ

ブな発想を持った人材を活用した商店街活性化

プランの作成等を行うのに要する経費

制度金融実施費 31,773,000 中小企業者の事業活動の促進及び経営の安定

を図るため、各種制度金融を実施するための貸

付金

区 分 貸付金 融資枠

特別保証融資制度貸付金 30,873,000 420億円

中小企業団体中央会貸付金 900,000 30億円

特別保証融資制度

災害復旧枠関連経

費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

67,543 被災中小企業者の早期の経営再建を図るため、

青森県特別保証融資制度「平成23年東北地方太

平洋沖地震中小企業災害復旧枠」に係る貸付利

率の無利子化及び信用保証料の免除に要する経

費に対する補助

◦東北地方太平洋沖地震被災中小企業経営再

建特別対策事業費補助 36,360

◦青森県信用保証協会補助 31,183

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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創業・成長産業推

進金融対策事業費

補助

100,220 青森県特別保証融資制度「『選ばれる青森』

への挑戦資金」のうち、創業や県の重点推進分

野等に係る信用保証料の軽減に要する経費に対

する補助

補助金交付先 県信用保証協会

補 助 率 保証料相当額の３
10（金融

機関提案枠のうち１千万

円を超える設備資金の場

合４
10）

創業・起業支援推

進力強化事業費

32,315 創業・起業による県民所得の向上と雇用の場

の創出を図るため、若者や女性、シニア層に対

するセミナー等により創業・起業の意識を醸成

するとともに、先輩起業家等による支援体制の

構築やインキュベーションマネジャーによる県

内外の訪問型個別支援等を行うのに要する経費

中小企業等事業承

継促進強化事業費

（新規）

3,507 中小企業等の円滑な事業承継を促進するため、

事業承継診断の早期受診に向けた企業訪問を行

うとともに、専門家派遣により事業承継診断の

実施体制を強化するのに要する経費

中小企業営業力パ

ワフル支援事業費

（新規）

11,530 県内中小企業の営業力の強化を図るため、も

のづくり分野と加工食品分野の県内中小企業を

対象に専門商社のノウハウやネットワークを活

用した個別商談の実践研修等を行うのに要する

経費

中小企業提案力強

化事業費

7,286 県内中小企業の販売力の向上と競争力の強化

を図るため、テスト販売や展示会への出展を支

援するとともに、企業が開発した加工食品をモ

ニタリングし、評価をフィードバックする仕組

みを構築するのに要する経費

地域資源活用産業

振興事業費

17,177 地域資源を活用した産業の振興を図るため、

首都圏等企業と連携した商品開発モデルの構築･

普及、本県に蓄積された発酵技術を活用したビ

ジネスモデルの構築や商品開発の促進、県内伝

統工芸品の首都圏等での企画展の開催や見本市

への出展支援等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦地域資源バリュー・イノベーションモデル

構築推進事業費 5,194

◦発酵技術を活用した産業振興事業費 5,190

◦あおもり工芸品産業振興事業費 6,793

健康志向による県

産スイーツ付加価

値向上事業費

8,871 地域資源を活用した産業振興と県民の健康志

向の促進を図るため、本県の技術シーズや地域

資源を活用した健康志向スイーツの開発に向け

た検討や首都圏の展示会への出展支援等による

情報発信を行うのに要する経費

ＡＩ・ＩｏＴ等に

対応した生産性向

上支援事業費

（新規）

19,698 県内企業の持続的な生産性向上や経営基盤の

強化を図るため、ＡＩ・ＩｏＴ等を活用した先

端設備の導入や現場改善等を促進するとともに、

若手技術者向けのオーダーメイド型研修や新事

業の展開に向けた研修費用等の支援等を行うの

に要する経費

◦先進・高度技術人財育成事業費補助 6,000

補助金交付先 県内企業

補 助 率 ８
10

補 助 限 度 額 500

◦県推進事業費 13,698

農商工連携成長産

業化支援事業費

5,325 農商工連携を促進するため、新たな取組みの

発掘に向けたセミナー、専門家派遣、地域資源

の利活用可能性の検討等を行うのに要する経費

農商工連携支援基

金助成事業費

基金運用

益による

補助見込

30,000

程度

農商工連携による創業・経営革新等の取組み

に対し、（地独）青森県産業技術センターが「あお

もり農商工連携支援基金」を運用して行う支援

◦経営革新助成事業費

補助金交付先 中小企業者等と農林漁

業者との連携体

補 助 率 １
２（常用１名以上の雇

用が伴う場合又は支援

重点分野に該当する場

合２
３、あおもり農商工

連携推進プラン関連事

業に該当する場合又は

開発商品の総売上目標

を補助金の３倍以上と

する場合４
５）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補 助 限 度 額 5,000

補助対象経費 新商品・新技術・新役

務の調査・開発費、販

路開拓費等

◦経営革新支援機関助成事業費

補助金交付先 中小企業者等と農林漁

業者との連携体を支援

する機関

補 助 率 10
10

補 助 限 度 額 1,000

補助対象経費 指導助言経費等

ビジネスサポート

ステーション運営

事業費

16,614 県内中小企業の首都圏等におけるビジネスチャ

ンスの獲得を図るため、専門のアドバイザー等

による販路開拓支援や展示会への出展支援等を

行うビジネスサポートステーションを（公財）21あ

おもり産業総合支援センターに設置し、運営す

るのに要する経費

情報･クリエイティ

ブ関連産業誘致強

化・促進事業費

（新規）

6,277 情報・クリエイティブ関連産業の立地を推進

するため、対象企業への企業訪問や展示会等に

おけるセールス活動を実施するとともに、立地

企業を紹介するＰＲ冊子の作成等を行うのに要

する経費

食関連産業等投資

促進事業費（新規）

9,425 本県の豊かな農林水産資源等の優位性を活か

し、食関連産業分野の県内立地及び集積を促進

するため、食関連産業の立地可能性を調査し、

商社等への営業活動を展開するとともに、食品

関連産業と物流業者の交流・連携に向けた相談

会等を開催するのに要する経費

青森県産業立地促

進費補助

（発電用施設等所

在市町村等企業導

入促進基金活用事

業）

1,067,839

債務負担

行為設定

額

3,000,000

県内への企業誘致、本社機能移転及び誘致企

業の県内における設備投資を促進するための工

業開発プロジェクト地域等に立地する誘致企業

等に対する補助

対象企業 誘致企業、地域経済牽引事業

計画の承認を受けた県内企業、

金矢工業団地又は青森中核工

業団地に立地する県内企業、

誘致企業等に建物及び設備を

リースする企業

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補助率及び補助限度額

新設分

補助要件
（投資額及び
雇用人数）

補助率及び補助限度額

むつ小川
原開発地
区

青森中核
・金矢工
業団地

左記以外

１億円以上
かつ10人以上

５
100

３億円

３億円以上
かつ20人以上

10
100

５億円

20
100

５億円

10
100

３億円

30億円以上
かつ30人以上

10
100

10億円

20
100

10億円

10
100

５億円

60億円以上
かつ60人以上

10
100

15億円

20
100

15億円

10
100

８億円

100億円以上
かつ100人以
上

10
100

20億円

20
100

20億円

10
100

10億円

増設分

補 助 要 件
（投資額及び雇用人数）

補 助 率 及 び
補 助 限 度 額

２億円以上かつ５人以上

5
100

５千万円

４億円以上かつ10人以上

10
100

１億円

※増設分は、誘致企業及び地域経済牽引事業計

画の承認を受けた県内企業（拡充）が対象で

１企業１回限り

※本社機能移転分は、補助要件を１億円以上か

つ２人以上に緩和し、全ての補助率に ５
100上

乗せする

※補助率及び補助限度額は、立地地区、業種、

補助対象経費等により異なる場合もある

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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ＩＴ・コンタクト

センター関連産業

立地促進費補助

109,092

債務負担

行為設定

額

227,500

ＩＴ・コンタクトセンター関連産業の誘致を

促進するためのコンタクトセンター等を設置す

る企業に対する補助

◦コンタクトセンター関連産業分

補助金交付先 コンタクトセンターを

設置する企業で県内か

らの常用雇用者数が５

名以上の企業

補 助 率

回 線 使 用 料 １
２

オフィス賃借料 １
４

施 設 改 修 費 １
４（拡充）

◦情報システム・クリエイティブ関連産業分

補助金交付先 オフィスを設置する企

業で県内からの常用雇

用者数が３名以上の企

業

補 助 率

回 線 使 用 料 １
２

オフィス賃借料 １
２

雇 用 奨 励 費 定額（常用雇用者数

３名以上の企業で地

元雇用１人につき30

万円）

データセンター立

地促進費補助（債

務負担行為）

債務負担

行為設定

額

100,000

本県へのデータセンターの立地を促進するた

めのデータセンターを設置する企業に対する補

助

補助金交付先 データセンターを設置す

る企業で県内からの常用

雇用者数が５名以上の企

業

補 助 率

回 線 使 用 料 １
２

オフィス賃借料 １
４

人 材 育 成 費 １
２（常用雇用者数５名

以上の企業で地元雇用

１人につき30万円を限

度）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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誘致企業本社機能

移転促進費補助（債

務負担行為）

債務負担

行為設定

額

30,000

本社機能の移転に伴う人材確保や従業員等の

転入に要する経費に対する補助

◦雇用奨励費分

補助金交付先 県内に本社機能を移転

する誘致企業で県内か

らの常用雇用者数が２

名以上増加した企業

補 助 率 定額（地元雇用１人に

つき50万円）

補 助 限 度 額 15,000

◦転入経費分

補助金交付先 県内に本社機能を移転

する誘致企業で県内か

らの常用雇用者数が２

名以上増加又は県内に

２世帯以上転入した企

業

補 助 率 １
２（１世帯につき50万

円を限度）

補 助 限 度 額 15,000

むつ小川原開発地

区企業立地促進費

補助（債務負担行

為）

債務負担

行為設定

額

500,000

むつ小川原開発地区における企業立地の促進

を図るための同地区に立地する企業に対する補

助

補助金交付額 2,500円／㎡（ほかに国

同額）

ものづくり企業職

場力向上支援事業

費

13,500 県内ものづくり企業における人材の定着を促

進するため、雇用環境改善に向けたコンサルティ

ングを実施するとともに、雇用環境改善に取り

組んだ企業等の成果報告会を開催するのに要す

る経費

女性マーケティン

グ人財育成事業費

6,349 県内中小企業における新事業の展開と女性の

活躍を推進するため、女性社員に対するマーケ

ティング等の基礎研修や新事業の伴走型支援を

行うとともに、成果発表会を開催するのに要す

る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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プロフェッショナ

ル人材確保支援事

業費

15,826 地域経済及び県内企業の活性化を図るため、

企業の経営革新の実現を促すプロフェッショナ

ル人材戦略拠点を設置・運営するとともに、大

都市圏等に在住するプロフェッショナル人材の

雇用を支援するのに要する経費

◦プロフェッショナル人材確保支援事業費補

助 4,000

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 11,826

誘致企業人財獲得

加速化支援事業費

8,484 誘致企業の新規立地及び既立地企業の定着や

事業拡大を図るため、誘致企業ＰＲ冊子等によ

る企業情報の提供等を行うのに要する経費

青森ライフイノベー

ション戦略セカン

ドステージ推進加

速化事業費（新規）

50,130 本県の優位性を活かしたライフ（医療・健康･

福祉）関連産業の創出と集積による地域経済の

成長促進を加速化させるため、「青森ライフイ

ノベーション戦略セカンドステージ」に基づき、

コメディカルの視点を踏まえた医療福祉機器の

研究開発支援や人材育成、地域資源を活かした

新たなヘルスケアサービスの創出、ライフ系プ

ロダクトの海外展開支援、健康・美容分野にお

ける商品開発支援、プロテオグリカンの認知度

向上等の取組みを行うのに要する経費

◦医工連携推進事業費 15,607

・医工連携推進事業費補助 3,000

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 1,000

・県推進事業費 12,607

◦ヘルスケアサービス創出事業費 18,754

◦ライフ系プロダクト産業活性化支援事業費

14,526

・ライフ系プロダクト海外展開促進事業費

補助 3,000

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 1,000

・県推進事業費 11,526

◦ライフ関連産業基盤整備対策事業費 1,243

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもりイノベー

ション事業化促進

事業費 （新規）

15,346 ものづくり企業における新たなイノベーショ

ンの創出を図るため、県内企業の独自の技術や

ノウハウの首都圏展示会等でのＰＲ、競争的研

究資金の獲得に向けたコーディネーターの設置、

認定支援機関向けのスキルアップセミナーの開

催等を行うのに要する経費

ＡＩ・ＩｏＴ関連

産業創出事業費

（新規）

15,972 県内企業におけるＡＩ・ＩｏＴの活用を促進

し、新たなビジネスの創出を図るため、ＡＩを

活用したビジネス事例の普及、ＩｏＴ推進ラボ

の運営、農林水産分野や観光分野におけるＩｏ

Ｔを活用したビジネスの実証、人材発掘・育成

のための研修会の開催等を行うのに要する経費

ＩＴテレワーカー

流入推進事業費

8,940 ＩＴ事業者の本県への流入を促進するため、

二拠点居住等の促進に向けたセミナーや地域交

流会、二拠点居住等の実証事業、ＵＩＪターン

候補者の調査等を行うのに要する経費

「超スマート社会」

ビジネス創出実証

事業費

8,924 データ利活用ビジネスやシェアリングビジネ

スの創出及び定着を図るため、セミナーや人材

育成研修会等を開催するとともに、ビジネスモ

デル創出に向けた実証を行うのに要する経費

知財活用のニッチ

トップモデル構築

事業費

6,834 県内中小企業の知的財産活用ビジネスの創出･

拡大を図るため、知的財産を活用したビジネス

構築を支援する検討委員会を開催するとともに、

ニッチ市場をターゲットとしたモデル事業の実

証及び成果報告会の開催等を行うのに要する経

費

海外連携型ものづ

くりイノベーショ

ン創出事業費

3,925 県内ものづくり企業の海外取引の拡大を図る

ため、台湾企業との技術連携に向けたセミナー

や可能性調査を実施するとともに、台湾企業と

のネットワーク構築に向け、県内のものづくり

企業や情報関連企業の経営者や中核的人材を台

湾に派遣するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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新産業海外展開推

進事業費（新規）

12,546 県内企業の海外をターゲットとしたビジネス

展開を促進し、海外取引の拡大を図るため、台

湾におけるプロテオグリカンの認知度向上や現

地商談のマッチング支援、海外展開における知

的財産の活用方法の普及、台湾とのビジネスレ

ベルでの交流会の開催等を行うのに要する経費

選ばれる県内企業

魅力発信事業費

（新規）

15,570 県立工業高校生をはじめとした新規学卒者の

県内就職を促進するため、高校生、大学生、保

護者等に県内就職に関する情報を強力に発信す

るとともに、県内企業の人材確保力強化に向け

たセミナーの開催や小学生への県内企業の魅力

の発信等を行うのに要する経費

◦ジョブキッズあおもりコンソーシアム負担

金 2,000

負担金交付先 ジョブキッズあおもりコ

ンソーシアム

◦県推進事業費 13,570

ＵＩＪターン就職

対策関連経費

178,042

⑴ あおもり移

住支援事業費

（新規）

153,885 東京圏からのＵＩＪターンによる中小企業の

人材確保と起業の促進を図るため、市町村が行

う移住支援事業及び民間団体等が行う起業支援

事業の支援等を行うのに要する経費

◦移住支援事業費 141,897

・移住支援事業費補助 135,000

補助金交付先 市町村

補 助 率 ３
４（国１

２、県１
４）

支援金対象者 東京圏から本県に移

住して中小企業等に

就職した者

支 援 金 額 １世帯につき100万

円（単身世帯の場合

60万円）

・移住支援事業事務費補助 2,520

補助金交付先 市町村

補 助 率 ３
４（国１

２、県１
４）

・県推進事業費 4,377

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦起業支援事業費 11,988

・起業支援事業費補助 10,000

補助金交付先 民間団体等

補 助 率 10
10（国１

２、県１
２）

支援金対象者 東京圏から本県に移

住して起業した者

支 援 金 額 200万円以内（起業

に要する経費の１
２以

内）

・起業支援事業事務費補助 1,988

補助金交付先 民間団体等

補 助 率 定額（国１
２、県１

２）

⑵ 攻めのＵＩ

Ｊターン就職

推進事業費

（新規）

20,087 本県出身大学生等の県内企業への就職を促進

するため、企業合同ＰＲ会の開催や移住・就職

情報サイトによる県内企業の情報発信を行うと

ともに、県内企業におけるインターンシップの

受入体制の構築等を行うのに要する経費

⑶ ＵＩＪター

ン人材誘致促

進事業費

4,070 首都圏等に在住する本県出身者等の県内企業

への就職を促進するため、東京事務所内に「あ

おもりＵＩＪターン就職支援センター」を設置

し、就職支援相談等を実施するのに要する経費

若年者雇用対策関

連経費

133,904

⑴ ジョブカフェ

あおもり運営･

推進事業費

90,241 若年者の雇用拡大・維持を図るため、職業に

関する情報提供、キャリアカウンセリング、セ

ミナー等「ジョブカフェあおもり」における若

年者に対する総合的な就職支援サービスの提供

に要する経費

⑵ あおもりイ

ンターンシッ

プ・就活応援

事業費

27,319 県内大学生や本県出身の県外大学生の県内就

職を促進するため、インターンシップに関する

総合窓口の設置、県内企業とのマッチング会や

採用担当者に対する研修の開催、県内企業ガイ

ドブックの作成、合同企業説明会の開催等を行

うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑶ 若者しごと

定着魅力発信

事業費

16,344 若年者の県内就職及び職場定着を促進するた

め、就労意識形成セミナーの開催、県内マスメ

ディア等と連携した情報発信、若手社員定着に

向けた異業種交流会の開催に要する経費

中高年齢者雇用対

策関連経費

14,337

⑴ 中高年就職

支援事業費

9,590 中高年齢者の早期再就職を促進するため、あ

おもり中高年就職支援センターを運営し、関係

機関と連携したキャリアカウンセリング等を行

うとともに、再就職支援セミナーや合同企業説

明会を開催するのに要する経費

⑵ 労働力人口

確保に向けた

生涯現役促進

事業費

4,747 高齢者の就労を促進するため、企業訪問を実

施し、高齢者が担える仕事を開拓するとともに、

就労促進フォーラムや県内企業に対する高齢者

活用セミナーの開催、就職支援リーフレットの

作成を行うのに要する経費

障害者雇用対策関

連経費

38,266

⑴ 障害者雇用

促進加速化事

業費

8,684 障害者の雇用を促進するため、事業主向けの

障害者雇用優良事業所見学・意見交換、業務内

容を視覚化した作業手順書の作成支援、障害者

の雇用につなげるための訓練手当の支給、短期

職場実習等を行うのに要する経費

⑵ 障害者の態

様に応じた多

様な委託訓練

事業費

29,582 障害者の職業訓練受講機会を拡大し、雇用促

進を図るため、民間教育機関等を活用した多様

な職業訓練を実施するのに要する経費

次世代「あおもり

なでしこ」還流・

就業促進事業費

（新規）

13,590 女子学生・若手女子社員の県内就職と子育て

女性の再就職を支援するため、県内企業で活躍

する女性による応援活動を展開するとともに、

子育て女性を対象とした再就職支援セミナーや

合同企業説明会の開催等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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地域活性化雇用創

造プロジェクト関

連事業費

173,034 成長分野の製造業において安定的かつ良質な

雇用を創造するのに要する経費

⑴ 地域活性化

雇用創造プロ

ジェクト推進

事業費

21,487 地域活性化雇用創造プロジェクトを効果的に

推進するため、地域内の関係者からなる協議会

を運営するとともに、事業統括者及び地域人材

コーディネーターを配置するのに要する経費

⑵ あおもりの

強みを生かす

人財確保育成

事業費

112,000 地域活性化雇用創造プロジェクトに参加する

県内製造業者が、求職者を雇い入れて業務に従

事させることにより、地域が求める人材を育成

し、正規雇用化に結びつけるのに要する経費

⑶ ものづくり

企業職場力向

上支援事業費

13,500 （再掲）

⑷ 女性マーケ

ティング人財

育成事業費

6,349 （再掲）

⑸ ＡＩ・Ｉｏ

Ｔ等に対応し

た生産性向上

支援事業費

（新規）

19,698 （再掲）

次世代技能者確保

推進事業費

3,911 県内ものづくり産業に従事する人材の確保・

育成を図るため、ものづくりフェアや県立職業

能力開発校でのオープンキャンパスを開催する

のに要する経費

離職者等再就職訓

練事業費

744,062 離職者等の円滑な労働移動の支援、雇用の安

定確保を図るための民間教育機関等を活用した

職業能力習得機会の提供に要する経費

農林水産部 未来へつなげる水

資源保全活動推進

事業費

2,773 水資源の保全に向けた地域活動を拡大するた

め、市町村や地域住民等が連携した地域活動の

実践を促すとともに、フォーラム等により県民

の気運を醸成するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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魅力が伝わる農林

水産業の情報発信

事業費 （新規）

3,773 本県農林水産業・農山漁村のイメージアップ

を図るため、民間団体等との連携によりその魅

力を効果的に情報発信するのに要する経費

労働力不足に対応

した先端農業技術

導入推進事業費

（新規）

4,130 先端農業技術の導入を促進し、農業の労働力

不足に対応するため、企業・生産者等を対象と

した検討会・展示会を開催するとともに、新た

な技術・機械の有効性を実証するのに要する経

費

農福連携の推進体

制強化事業費

2,495 農業分野における障害者就労の拡大を図るた

め、県内各農協において農業者と福祉事業所の

求人・求職情報をデータベース化し就労支援体

制を構築するとともに、障害者の就労環境向上

に向けた研修会等を開催するのに要する経費

農業女子確保育成

事業費

2,774 若手女性農業者を確保・育成するため、女性

新規就農者向け情報誌等による啓発活動を行う

とともに、女性農業者のスキルアップ研修会等

を開催するのに要する経費

青森県産品戦略的

販売促進事業費

59,106

⑴ ブランド産

品認知度向上

推進事業費

（新規）

2,342 県産品の知名度向上と販売促進を図るため、

首都圏メディアやバイヤーへの情報発信や多面

的なＰＲ活動を行うのに要する経費

⑵ トップブラ

ンド商品創出

事業費（新規）

3,570 県産品のブランド力向上を図るため、商品開

発や販路開拓に意欲的な事業者に対して専門家

による助言等を行うのに要する経費

⑶ 地域産品ブ

ランド構築促

進事業費

8,174 地域産品ブランド化の取組みの加速化と県内

各産地への波及を図るため、ブランド化を目指

す意欲のある産地に対し、産地ごとの推進体制

や課題に応じたきめ細かな支援を行うのに要す

る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑷ 「Ａ！Ｐｒ

ｅｍｉｕｍ」

連携西日本エ

リア販売強化

事業費

17,016 県産品全体の西日本における認知度の向上及

び販路拡大を図るため、「Ａ！Ｐｒｅｍｉｕｍ」

を最大限活用しながら、専門家を活用したマー

ケティング活動、県産品のセールス活動及び実

需者とのマッチング支援等を行うのに要する経

費

⑸ あおもり産

品販売力定着･

発展推進事業

費

28,004 県産品の販路と取引量の更なる拡大を図るた

め、大手量販店等とのネットワークを活用した

販売促進活動を強化するとともに、高級百貨店

やコンビニなど新たなニーズに対応した県産品

の提案活動や商談会等を行うのに要する経費

あおもり産品消費

宣伝対策強化促進

事業費

61,146 県産農水畜産物の更なるブランド力の向上、

消費拡大を図るため、関係団体が実施する消費

宣伝活動及び関係団体が連携して実施する総合

的な県産品の消費宣伝活動を支援するのに要す

る経費

◦あおもり産品消費宣伝対策強化促進事業費

補助 61,000

補助金交付先 各農水畜産団体

補 助 率 １
３

◦県推進事務費 146

「青森の食」情報

発信推進事業費

21,191 本県の食の魅力を県内外において強力に発信

するためのＪＲ東日本等と連携した情報発信、

「あおもり食のエリア」の充実、首都圏飲食店

等への情報発信等に要する経費

◦民間企業等との協働による情報発信事業費

11,429

◦「あおもり食のエリア」地域振興事業費

2,750

◦販路開拓・拡大情報提供活動事業費 7,012

あおもり米「青天

の霹靂」ブランド

強化推進事業費

（新規）

70,127 「青天の霹靂」のブランド強化のため、マス

メディア、ウェブサイト、ＳＮＳ等による情報

発信、首都圏等でのプロモーション活動等を展

開するとともに、県産米需要拡大推進本部が行

う宣伝対策を支援するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦「青天の霹靂」ブランド強化推進事業費補

助 20,000

補助金交付先 県産米需要拡大推進本

部

補 助 率 １
３

◦県推進事業費 50,127

酒造好適米「吟烏

帽子」ブランド化

推進事業費（新規）

4,500 「吟烏帽子」とその清酒のブランド化を図る

ため、日本酒に造詣が深い著名人等の産地招請

や鑑評会、雑誌等での情報発信及びイベントで

のＰＲを行うとともに、ブランドの基礎となる

高品質栽培のためのマニュアルを作成するのに

要する経費

おうとう「ジュノ

ハート」ブランド

化戦略推進事業費

（新規）

22,517 平成32年に全国デビューするおうとう新品種

「ジュノハート」のブランド化に向け、ブラン

ド化推進協議会において生産と販売が一体となっ

た全体戦略を推進するとともに、高品質安定生

産技術の開発・普及、流通・市場・小売店等に

対する販売促進、消費者の認知度向上のための

プロモーション等を行うのに要する経費

あおもりＫＡＷＡ

ＩＩギフト創出事

業費 （新規）

10,630 女性を対象に本県農林水産物等の販路拡大を

図るため、民間及び県職員の女性で構成する「Ａ

ＯＭＯＲＩ美食女子会」によるＳＮＳ等での情

報発信、商品のブラッシュアップ、商談会、Ｐ

Ｒ活動等を行うとともに、おうとう「ジュノハー

ト」と有名ブランドとのコラボ商品の開発等に

取り組むのに要する経費

東京オリパラ対策

県産品情報発信事

業費

9,450 東京オリンピック・パラリンピックを契機と

した県産品の販路開拓を図るため、外国人向け

県産品情報冊子の作成や和食における一流料理

人による料理講座などを通じて県産品の情報発

信力を強化するとともに、惣菜向け加工品の需

要調査や販路開拓支援を行うのに要する経費

◦掴めオリパラチャンス！世界に向けた県産

品の情報発信事業費 6,133

◦和食でＧＯ！青森県ならではの食材情報発

信事業費 2,036

◦オリパラ弁当でがっちり！惣菜向け加工品

の販路開拓支援事業費 1,281

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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「あおもり食のエ

リア」活用による

地産地消推進事業

費 （新規）

3,967 本県食材を利用した魅力ある郷土料理等を活

用し、国内外からの誘客促進を図るため、あお

もり産品情報サイト「青森のうまいものたち」

で紹介する「あおもり食のエリア」の英語対応、

ＪＲや旅行会社の旅行商品と連携したＰＲキャ

ンペーン等を行うのに要する経費

だし活！減塩ビジ

ネス推進事業費

10,011 県産だしを活用した減塩活動の促進とだし商

品による県産農林水産物の付加価値向上を図る

ため、県産だし商品を活用した減塩惣菜のテス

ト販売により、減塩市場の動向調査等を行うと

ともに、旬の野菜を活用した料理による啓発活

動を行うのに要する経費

産直発「地元の元

気づくり」応援事

業費

4,076 産直による地域貢献の取組みを拡大するため、

産地直売所と地域が連携した高齢者の買物利便

性向上などのモデル的な取組みを支援するのに

要する経費

◦産直による買物利便性向上モデル創出支援

事業費補助 1,200

補助金交付先 産地直売所

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 300

◦県推進事業費 2,876

あおもり食産業関

連事業費

234,594

⑴ あおもり食

品産業強化サ

ポート事業費

（新規）

4,760 ６次産業化の取組拡大と本県食品産業の充実

強化を図るため、市町村との連携によるセミナー、

アドバイザー等による指導助言、新商品商談会、

食産業支援サイトの運営等を行うとともに、農

林漁業者が「地域の６次産業化」に取り組む際

の初期経費等に対して支援するのに要する経費

◦「地域の６次産業化」スタートアップ支援

事業費補助 800

補助金交付先 農林漁業者

補 助 率 １
４（市町村が６次産業

化推進方針を策定の場

合１
３）

補 助 限 度 額 200

◦県推進事業費 3,960

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑵ ６次産業化

ネットワーク

活動事業費

221,793 農林漁業者と地域の様々な事業者等が連携し

て取り組む６次産業化を推進するため、サポー

トセンターを設置・運営するとともに、加工・

販売施設の整備等に対して支援するのに要する

経費

◦６次産業化ネットワーク活動支援体制整備

事業費 17,052

◦６次産業化施設整備事業費補助 204,741

補助金交付先 農林漁業の生産法人等

補 助 率 １
２（国１

２）

⑶ 「業務用食

品」提案型セー

ルス活動推進

事業費（新規）

8,041 業務用食品の取引拡大を図るため、県外業者

のニーズを調査し、県内食品加工業者とのマッ

チングを支援するとともに、商談会への出展支

援やセミナーを行うのに要する経費

食育関連事業費 20,833

⑴ あおもりの

「食」を育む

食育県民運動

推進事業費

5,946 食育推進計画と民間による食育啓発活動を推

進するため、食育指導者研修会等による担い手

の育成と食育サポーター等による地域や世代ご

との課題に応じた食育活動を促進するとともに、

地域の関係者が連携して取り組む食育活動に対

して支援するのに要する経費

◦食育県民運動推進事業費補助 804

補助金交付先 市町村、民間団体等

補 助 率 １
２（国１

２）

◦県推進事業費 5,142

⑵ みんながつ

ながる食育推

進事業費

（新規）

10,672 県民の食育実践を促すため、農業高校生が幼

児・児童に教える食農体験、自炊できる若者を

育成するための講義、企業等での研修会、食育

推進大会等を開催するとともに、地域コミュニ

ティにおいて「共食」の機会を提供する「みん

なの食堂」をモデル的に運営するのに要する経

費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑶ 健康果実・

青森りんごファ

ンづくり強化

事業費

4,215 りんごの健康機能性の認識向上とりんごの食

習慣づくりのため、食育関係者と連携し、県内

外での食育活動を強化するとともに、子どもを

対象とした青森りんご学習教材等による食育活

動を推進するのに要する経費

土づくりを基本と

した持続可能な農

業拡大事業費

（新規）

6,570 安全・安心な農産物の安定的な生産・供給に

向けて、土壌センサーを活用した施肥管理によ

る収量・品質向上の実証・普及を行うとともに、

環境にやさしい農業の普及・定着のため、新規

就農者対象のエコ農業チャレンジ塾、エコ農産

物の販路拡大のためのＰＲ等を行うのに要する

経費

「ＧＡＰをする・

とる」普及拡大推

進事業費

10,086 ＧＡＰの実践と認証取得を推進するため、Ｇ

ＡＰの実践を促すセミナーやＧＡＰの認証取得

に向けた模擬審査等を開催するほか、認証取得

に係る審査費用等に対する支援を行うとともに、

ＧＡＰ指導員の確保とレベルアップのための研

修を実施するのに要する経費

◦認証ＧＡＰ取得推進事業費補助 3,207

補助金交付先 農協生産部会等

補 助 率 定額（国10
10）

◦県推進事業費 6,879

ＪＡによる農業経

営等実践促進事業

費 （新規）

1,750 農業・農村の持続的発展を図るため、農協が

農業者の農業経営を補完する体制づくりを支援

するとともに、地域貢献の取組実践に向けた研

修会及びモデル地区における調査・検討を行う

のに要する経費

◦農協農業経営等実践促進事業費補助 730

補助金交付先 県農業協同組合中央会

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 1,020

農業人材力強化総

合支援事業費

909,587 農業の担い手となる新規就農者を確保するた

め、就農前の研修期間及び経営が不安定な就農

直後の所得を確保する資金を交付するのに要す

る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦農業次世代人材投資事業費補助 896,183

補助金交付先 （公社）あおもり農林業支

援センター、市町村

補 助 率 10
10

交 付 対 象 者

準 備 型 営農大学校生、先進農

家での研修者等

経営開始型 市町村の人・農地プラ

ンに位置付けられてい

る独立・自営農業者

交 付 限 度 額 １年につき150万円

交 付 期 間 準備型は２年以内、経

営開始型は５年以内

◦農業人材力強化総合支援事業事務費補助

7,509

◦農業人材力強化総合支援事業市町村活動費

補助 3,912

◦県推進事務費 1,983

青森県型地域共生

社会の実現に向け

た地域経営推進事

業費 （新規）

70,816 青森県型地域共生社会の実現に向け、農業・

農村の持続的発展を図るため、地域経営体によ

る経営発展や地域貢献の取組みを支援するとと

もに、関係機関が一体となった人材育成や農業

経営の法人化推進等に取り組むのに要する経費

◦地域貢献型地域経営拠点づくり事業費補助

50,000

・地域貢献型マネジメント分

補助金交付先 地域担い手育成総合

支援協議会等

補 助 率 定額

補 助 限 度 額 2,000

・地域貢献型経営体レベルアップ分

補助金交付先 地域経営体

補 助 率

ソフト事業 定額

ハード事業 １
２

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補 助 限 度 額

通常分（発展段階を評価する指標の

経営力強化軸又は地域貢献軸のいず

れかが向上すると見込まれる場合）

ソフト事業 1,000

ハード事業 1,500

特認分（発展段階を評価する指標の

経営力強化軸及び地域貢献軸のいず

れも向上すると見込まれる場合）

ソフト事業 2,000

ハード事業 2,500

◦地域貢献型地域経営拠点づくり支援事業費

4,915

◦農業経営者サポート事業費 13,265

・農業経営法人化支援総合事業費補助

12,625

補助金交付先 （公社）あおもり農林業

支援センター

補 助 率 定額（国10
10）

・県推進事業費 640

◦若手農業トップランナー強化支援事業費

2,636

地域農業労働力補

完システム構築事

業費

13,354 農業の労働力確保を図るため、農業者の求人

スキルの向上や即戦力となる労働者育成のため

の研修、企業等と連携した労働力補完モデルの

実証、農協と連携した求人サイトによるマッチ

ング等に取り組むとともに、県民の気運醸成の

ための戦略的な情報発信を行うのに要する経費

次代を担うあおも

り農業人財スカウ

ト事業費

2,860 新規学卒者の就農や営農大学校への進学を促

進するため、先進農家等における体験プログラ

ムや高校生に対する出前講座等を実施するとと

もに、動画、ポスター等により営農大学校の魅

力を発信するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―69―



あおもり型農泊確

立推進事業費

（新規）

（東北観光復興対

策交付金活用事業）

15,676 国内外からの農山漁村滞在型旅行の拡大を図

るため、旅行客のニーズに対応した新たな旅行

商品を造成し、受入体制を構築するとともに、

教育旅行における周年体験メニューの拡充や国

内外へのプロモーション等を行うのに要する経

費

農地中間管理機構

関連事業費

496,657

債務負担

行為設定

額

353,888

農業経営の規模拡大や農地の集約化による農

地利用の効率化・高度化を図るため、農地中間

管理機構が行う事業に対する支援等に要する経

費

⑴ 農地中間管

理機構事業費

194,431

債務負担

行為設定

額

353,888

農地中間管理機構が農地を借り受け、集約化

したうえで意欲ある担い手に貸し付ける事業等

に対して支援するのに要する経費

◦農地中間管理機構事業費補助 191,599

補助金交付先 農地中間管理機構

補 助 率 定額

補助対象経費 借受農地に係る賃料、

機構活動費、機構職員

人件費等

◦県推進事業費 2,832

⑵ 機構集積協

力金交付事業

費

302,056 農地中間管理機構を活用して農地を貸し付け

た離農者等に対する協力金の交付に要する経費

◦経営転換協力交付金 216,125

交付対象者 離農者等

交付限度額 70万円／戸

◦耕作者集積協力交付金 21,777

交付対象者 農地中間管理機構が借り

受けた農地の隣接農地所

有者等

交付限度額 5,000円／10ａ

◦地域集積協力交付金 63,568

交 付 対 象 農地の一定割合以上が農

地中間管理機構に貸し付

けられている地域

交付限度額 18,000円／10ａ

◦農地集積推進事業費補助 133

※交付金及び補助金交付先は市町村

◦県推進事業費 453

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑶ 農地集積・

集約化対策基

金積立金

170 農地中間管理機構事業及び機構集積協力金交

付事業を実施するための農地集積・集約化対策

基金の積立てに要する経費

営農大学校施設整

備事業費

201,771 老朽化が進行している営農大学校施設の長寿

命化のための整備等に要する経費

継続費設定分 181,729

全 体 計 画 平成31年度～33年度

全体事業費 648,485

単年度事業分 20,042

加工実習室機器等整備

「青天の霹靂」が

牽引する「あおも

り米」レベルアッ

プ事業費

17,285 県産米全体の評価向上及び需要拡大を図るた

め、ＩＣＴの活用による「青天の霹靂」の食味･

収量の高位平準化に向けた生産指導システムの

構築等に取り組むとともに、県内全域で栽培可

能な「つがるロマン」を超える新品種の導入に

向けた実証や食味・品質等の調査分析を行うの

に要する経費

ニンニクイモグサ

レセンチュウ撲滅

対策事業費

7,505 にんにくのブランド力強化のため、種苗生産

組織の育成と優良種苗の増殖技術の実証等を行

うとともに、イモグサレセンチュウの被害軽減

を図るための新たな防除技術を開発するのに要

する経費

水田を活用した野

菜産地拡大事業費

4,857 水田を活用した加工・業務用野菜の生産によ

る稲作農家の所得向上と労働力不足の解消を図

るため、食品加工業者等の実需者と連携した産

地づくりの取組みに対して支援するとともに、

機械化一貫体系等の省力技術の開発・普及等を

推進するのに要する経費

◦水田を活用した野菜産地拡大事業費補助

1,400

補助金交付先 農協、生産法人等

補 助 率 １
３

◦県推進事業費 3,457

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもりながいも

産地力強化推進事

業費 （新規）

6,048 ながいもの生産性向上のため、優良種苗生産

技術や単収向上技術の普及、労働力不足に対応

した最先端機械による省力技術の実証、「なが

いもの達人」等による若手生産者の育成等を行

うのに要する経費

農林水産業関連施

設整備事業費補助

1,752,596 生産から流通までの共同利用施設や農林水産

業関連機械の整備に要する経費に対する補助

◦６次産業化施設整備事業費補助（再掲）

204,741

補助率 １
２（国１

２）

◦農業生産総合対策事業費補助 719,395

補助率 １
２（国１

２）

◦果樹産地総合整備事業費補助 602,760

補助率 １
２（国１

２）

◦林業・木材産業等振興施設整備事業費補助

200,000

補助率 １
２（国１

２）、１
３（国１

３）

◦間伐等森林整備促進対策事業費補助 25,700

補助率 １
３（国１

３）

※補助金交付先は市町村等、事業実施主体は

農協、営農集団等

産地パワーアップ

事業費補助

132,925 水田、畑作、野菜、果樹等について、地域の

営農戦略として定めた「産地パワーアップ計画」

に基づき、農業者等が高収益な作物・栽培体系

への転換を図るための取組みに要する経費に対

する補助

補助金交付先 市町村等

事業実施主体 農業者、農業者団体等

補 助 率

整 備 事 業 １
２

生産支援事業 １
２、定額

効果増進事業 定額

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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りんご黒星病発生

防止総合対策推進

事業費

15,677 「青森県りんご黒星病発生防止総合対策」に

基づき、農協や研究機関等との連携体制の構築、

予察のための機器整備に対する支援、防除技術

の確立、新規防除薬剤の実証、防除指導の強化、

放任園・管理粗放園における伐採等に対する支

援等を行うのに要する経費

◦りんご黒星病発生防止対策事業費（新規）

12,193

・りんご黒星病発生防止対策事業費補助

2,974

補助金交付先 市町村、農協

補 助 率 １
２

・県推進事業費 9,219

◦りんご黒星病徹底防除推進事業費 1,492

◦果樹放任園発生防止等対策事業費補助

1,992

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

果樹生産労働力不

足対策事業費

4,868 りんご産地の労働力不足に対応するため、補

助労働者のマッチング支援の拡大、省力栽培技

術の導入や出荷作業の軽労化を推進するととも

に、共同防除組織の再編等を支援するのに要す

る経費

◦共同防除組織広域化支援対策事業費補助

900

補助金交付先 県共防連

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 3,968

りんご産地を協働

で支える「加工専

用園」体制構築事

業費 （新規）

6,293 生産者の高齢化と増加する加工用りんごの需

要に対応するため、生産者組織等と実需者との

マッチング、加工専用園の導入に向けた生産者

への情報提供、通常の栽培管理が困難な園地周

辺の生産者組織による加工専用園の協働運営モ

デルの実証等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもり酪農コン

トラクター育成事

業費 （新規）

4,130 酪農家の労働負担軽減と飼料増産による酪農

経営の安定化を図るため、酪農家の出役のない

独立した飼料生産受託組織を育成するとともに、

新技術の導入による飼料増産効果の実証等を行

うのに要する経費

畜産の担い手・労

働力確保対策事業

費

3,947 畜産の担い手・労働力を確保するため、酪農･

肉用牛ヘルパーの育成や組織化に取り組むとと

もに、出前授業や畜産関係施設見学会の開催、

本県畜産業の紹介冊子等による就労促進に向け

たＰＲを行うのに要する経費

能力の高い県産和

牛増産対策事業費

9,696 県産和牛の能力向上と生産効率向上を図るた

め、遺伝子解析技術を活用した種雄牛の生産に

取り組むとともに、繁殖雌牛の分娩間隔短縮に

向けた栄養管理指導等を行うのに要する経費

特産地鶏「青森シャ

モロック」ひな増

産促進事業費

1,679 青森シャモロックの生産拡大を図るため、ひ

な生産施設の整備に対して支援するとともに、

種鶏管理技術の指導等を行うのに要する経費

◦特産地鶏「青森シャモロック」ひな増産促

進事業費補助 1,420

補助金交付先 シャモロック生産業者

補 助 率 １
３

◦県推進事業費 259

畜産の農場ＨＡＣ

ＣＰ及びＪＧＡＰ

推進対策事業費

2,684 農場ＨＡＣＣＰ及びＪＧＡＰ家畜・畜産物の

認証取得を促進するため、県の指導員を育成す

るとともに、農場ＨＡＣＣＰ及びＪＧＡＰ家畜･

畜産物の認証取得に取り組むモデル農家等に対

する指導を強化するのに要する経費

あおもり食産業を

守る獣医師確保・

育成対策事業費

11,095 県の獣医師職員不足に対処するため、修学資

金の給付、獣医学生等を対象としたインターン

シップ・交流、県獣医師職員を対象とした技能

向上研修の充実等の総合的な獣医師確保対策に

要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦産業動物獣医師修学資金給付事業負担金

8,075

・通常分

給 付 対 象 者 獣医系大学に在籍す

る４年生以上の学生

給付対象人員 ３人

・地域枠入試分

給 付 対 象 者 県内高校出身者で獣

医系私立５大学に地

域枠入試で合格した

者

給付対象人員 ６人

※負担金交付先は（一社）県畜産協会等、負担

率は１
２

◦県推進事業費 3,020

未来の林業を担う

人財獲得事業費

1,338 林業の担い手確保のため、各種イベントと連

携した林業の魅力発信や高校生等を対象とした

林業体験会などを行うのに要する経費

「あおもりの木」

利用拡大推進事業

費 （新規）

5,200 県内外における県産材の利用拡大を図るため、

県民に県産材住宅の魅力を伝えるセミナー、バ

スツアー等を開催するとともに、県外の大手建

材商社等への販売促進活動及び県外の展示会で

のＰＲを行うのに要する経費

あおもり産野生き

のこ安全性実証事

業費

6,966 県産野生きのこ類の出荷制限の早期解除に向

け、野生きのこのサンプリング活動及び安全性

検証を行うのに要する経費

県産きのこ原木供

給体制整備事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

1,297 県産きのこ原木の安定供給を図るため、森林

所有者等に対するきのこ原木林への転換に向け

た研修会等を開催するのに要する経費

県産あらげきくら

げ普及事業費

（新規）

1,000 県内きのこ生産者の夏季における収益力の向

上を図るため、夏季においても需要が見込まれ

るあらげきくらげの新品種を生産者へ普及し、

販売方法を検討するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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松くい虫被害対策

関連経費

96,951 松くい虫被害の拡大防止のため、被害木の早

期発見・早期駆除を徹底するとともに、監視体

制を強化するのに要する経費

◦松くい虫被害予防総合対策事業費 17,319

◦西津軽地域松くい虫被害緊急対策事業費

47,752

◦県南地域松くい虫被害緊急対策事業費

31,880

再造林の促進に向

けた先導的林業事

業体育成事業費

（新規）

3,380 持続可能な森林資源の造成に向けた行動規範

の作成を促すため、伐採と再造林を一体的に行

う林業事業体の育成を目的としたワークショッ

プや現地研修等を行うのに要する経費

再造林推進種苗生

産管理事業費

（新規）

1,480 再造林放棄地の解消と森林所有者等の造林意

欲の向上を図るため、社会的に需要の高いカラ

マツの種苗生産管理を行うのに要する経費

県民環境林管理・

経営事業費

186,026 平成25年４月に㈳青い森農林振興公社から県

に移管した分収林の管理・経営に要する経費

低コスト畑作物排

水改良推進事業費

4,809 畑作物の湿害軽減のため、畑の暗渠の排水処

理技術や水田転換畑における傾斜ほ場の効果検

証等を行うのに要する経費

水田地域基盤整備

低コストモデル作

成事業費（新規）

4,154 水田地域における高収益作物への転換を促進

し、稲作農家の経営安定を図るため、高収益作

物の生産に適した基盤整備を低コストで実施す

るためのモデルの検討に要する経費

中山間地域等直接

支払交付金交付事

業費

679,483 中山間地域等の農業・農村の有する多面的機

能を確保するため、中山間地域等において農業

生産活動を行う農業者等に対し直接支払事業を

行う市町村に対する交付金の交付等に要する経

費

直接支払対象地域

国設定地域（地域振興４法指定地域）及

び県特認地域

対象農用地

急傾斜地、小区画・不整形な水田、緩傾

斜地等

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦中山間地域等直接支払交付金 657,484

交付金交付先 市町村

交付対象面積 10,092ha

負 担 割 合

国設定地域 国１
２、県１

４、市町村１
４

県特認地域 国１
３、県１

３、市町村１
３

◦市町村推進事務費補助 18,310

◦県推進事務費 3,689

ＩＣＴを活用した

するめいか漁情報

発信事業費

1,774 効率的な操業によるいか釣り漁業の経営改善

を図るため、するめいか漁に関する漁獲量等の

情報を収集・解析し、漁業者にリアルタイムで

提供する体制を構築するのに要する経費

「あおもりの肴」

消費拡大レベルアッ

プ事業費（新規）

5,724 県産水産物の知名度向上と消費拡大のため、

県内外の各種フェア等における県漁連と連携し

たＰＲ活動やＳＮＳを活用した情報発信に取り

組むとともに、各種広報媒体等を活用して、魚

介類と相性の良い県産品とを組み合わせたＰＲ

活動を展開するのに要する経費

あおもり漁業の魅

力体験事業費

3,148 漁業の担い手確保のため、関係機関で構成す

る「あおもり漁業魅力発信会議」において漁業

の魅力の戦略的な発信方法を検討・実施すると

ともに、漁業体験教室やインターンシップ等に

よる新規就業を促進するのに要する経費

さけ稚魚生産シス

テムステップアッ

プ事業費

2,113 さけ稚魚の適期・適サイズ放流による回帰率

向上を図るため、ふ化後の水質悪化を防ぐろ過

装置を組み込んだ閉鎖循環飼育管理技術を確立

するのに要する経費

売れる「新サーモ

ン」利用促進事業

費

1,915 （地独）青森県産業技術センター内水面研究所が

開発した「新サーモン」（大型ニジマス）の地

域特産化を図るため、品質基準や生産マニュア

ルを作成するとともに、生産・販売戦略を検討

するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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陸奥湾ほたてがい

養殖効率化事業費

（新規）

3,328 ほたてがいの安定生産体制を強化するため、

省力化に向けた協業化モデルを作成するととも

に、潮流等対策技術の確立に向けたデータ収集

やモニタリング等を行うのに要する経費

漁港海岸の陸閘管

理における防災対

策事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

12,830 漁港海岸における陸閘の管理体制を強化する

ため、陸閘の構造、利用状況等の調査をもとに、

防災対策を優先した統廃合計画や運用ルールを

策定するのに要する経費

造成漁場と魚類養

殖施設の一体化モ

デル実証事業費

（新規）

30,000 漁業生産力の向上を図るため、造成漁場の上

に浮沈式魚類養殖施設を設置した場合の給餌方

法及び天然魚介類の増殖効果を実証するのに要

する経費

農林水産部

観光国際戦

略局

青森りんご輸出販

売力強化事業費

11,727 青森りんごの輸出拡大を図るため、台湾・香

港の小売部門を招請し、県内生産者等との意見

交換会や産地視察を実施するとともに、輸出先

の規制への対応強化及び東南アジア向けりんご

の鮮度保持実証を行うのに要する経費

◦青森りんご輸出販売力強化事業費補助

1,898

補助金交付先 （一社）県りんご輸出協会

補 助 率 １
２

補助対象事業 台湾における小売業者

等との意見交換会、台

湾及び香港卸売業者等

の招請による産地視察

等

◦青森りんご輸出販売力強化事業費 6,519

事 業 内 容 台湾・香港の小売部門

に対する観光連動研修

会の開催、台湾政府等

に対する要請活動、東

南アジア向けりんごの

鮮度保持実証等

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦りんご輸出体制強化事業費 3,310

事 業 内 容 生産者による台湾の市

場調査及び生産者大会、

ベトナムの植物検疫措

置緩和に向けた要望活

動等

県土整備部 県費単独道路事業

費

9,413,716 橋梁補修対策費 448,579

市町村合併支援道路整備事業費 50,000

道路建設改良費 254,000

道路整備事業費 1,138,517

橋梁架替費 260,480

道路維持補修費 348,115

舗装道維持修繕費 3,679,729

道路災害防除費 690,000

建設機械整備費 255,344

道路環境美化対策費 90,130

道路交通安全対策費 682,000

防雪費 898,022

一般除雪費 570,000

東八甲田ルート除雪費 33,800

凍上対策費 15,000

下北地域広域避難

路確保対策事業費

2,072,000 災害時における下北地域の広域的な避難経路

の確保を図るため、関係者が一体となった検討･

調査や既存路の改良を行うのに要する経費

◦下北地域広域避難路基本調査費 20,000

◦下北地域広域避難路整備事業費（電源三法

交付金活用事業） 2,052,000

県費単独河川砂防

事業費

3,570,378 河川維持工事費 1,498,540

河川改良工事費 395,000

砂防維持工事費 30,000

砂防整備費 651,054

急傾斜地対策費 587,553

海岸維持工事費 408,231

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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県費単独港湾事業

費

594,003 港湾維持工事費 594,003

建設産業再生・活

性化関連事業費

21,350

⑴ 建設産業再

生・活性化促

進事業費

1,442 新分野進出連絡会議等による建設企業の新分

野進出支援及び本県建設産業における取組状況

等の現況調査に要する経費

⑵ 建設産業新

分野進出チャ

レンジ企業支

援事業費

4,110 県内建設企業の経営の多角化による経営基盤

の強化を図るため、県内建設企業の新分野進出

の事例を紹介するとともに、新分野事業への進

出を支援するのに要する経費

◦建設産業新分野進出チャレンジ企業支援事

業費補助 3,000

補助金交付先 建設企業

補 助 率 １
３

補 助 限 度 額 1,000

◦県推進事業費 1,110

⑶ 女性が輝く

建設業推進事

業費（新規）

6,041 建設業への女性の入職及び定着を促進するた

め、イメージアップ動画を制作するとともに、

女性活躍事例発表会、取組事例集の作成、県内

建設企業の実態調査等を実施するのに要する経

費

⑷ 建設業の未

来を担う人づ

くり推進事業

費

6,173 建設業の担い手を確保するため、高校生を対

象としたテレビＣＭを放映するとともに、小・

中学生を対象とした親子土木施設見学バスツアー、

公開講座等のイベント、高校生と若手技術者と

の意見交換会を開催するのに要する経費

⑸ 建設業技術

力向上・開発

支援事業費

3,584 ＩＣＴ等新技術の浸透による県内建設企業の

生産性向上を図るため、ＩＣＴ施工活用セミナー

及び現場見学会を開催するとともに、ＩＣＴ等

新技術の導入に関する相談窓口の設置等により、

総合的な支援を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦建設新技術開発活用支援事業費補助 900

補助金交付先 建設企業

補 助 率 １
３

補 助 限 度 額 300

◦県推進事業費 2,684

防災公共推進関連

事業費

88,741 災害に対する危機管理体制の強化と県民の命

を守るための防災に関するインフラ整備の検討

に要する経費

⑴ 洪水等タイ

ムライン策定

事業費

（東日本大震

災復興推進基

金活用事業）

6,427 洪水や津波による被害の最小化を図るため、

事象発生時から避難に至るまでの関係者の行動

を時系列で整理した防災行動計画を策定するの

に要する経費

⑵ 緊急排水体

制構築事業費

（東日本大震

災復興推進基

金活用事業）

17,073 河川の大規模氾濫時の洪水被害の最小化を図

るため、緊急排水計画を策定し、排水訓練を実

施するのに要する経費

⑶ 津波災害警

戒区域指定に

関する基礎調

査事業費

（東日本大震

災復興推進基

金活用事業）

56,019 津波による人的災害を防止するため、警戒避

難体制を特に整備すべき土地の区域を「津波災

害警戒区域」として指定するための基礎調査等

を実施するのに要する経費

⑷ 青森港高潮

浸水想定区域

策定事業費

（東日本大震

災復興推進基

金活用事業）

9,222 青森港における高潮発生時の被害の軽減を図

るため、高潮による災害の発生を特に警戒すべ

き水位となる高潮特別警戒水位を設定するのに

要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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「Ａｏｍｏｒｉイ

ンフラアカデミー」

推進事業費（新規）

6,031 土木系人材の確保を図るため、パートナーシッ

プ協定を締結した県内教育機関が出前授業等で

活用するインフラの価値を伝える教材の作成等

を行うのに要する経費

奥入瀬フィールド

ミュージアム交通

システム構築事業

費

8,706 国道103号奥入瀬（青橅山）バイパス完成後

の奥入瀬渓流の環境保全及び新たな交通システ

ムによる現道の利活用を図るため、実現可能な

交通システムの運営方法を検討するとともに、

代替交通や周辺アクセス道路等の情報を提供す

るアプリ開発等を行うのに要する経費

洪水浸水想定区域

策定事業費

44,004 洪水発生時における地域住民の円滑な避難行

動を支援し、被害の最小化を図るための浸水想

定区域の策定に要する経費

青森港国際クルー

ズターミナル管理

運営費 （新規）

20,182 青森港へのクルーズ船の寄港数及びクルーズ

船乗客の県内滞在時間の増加を図るためのクルー

ズターミナルの管理運営に要する経費

ロジスティクス活

性化事業費（新規）

58,770 「青森県ロジスティクス戦略」に基づく将来

の北東アジアにおけるグローバル物流拠点化を

図るため、「Ａ！Ｐｒｅｍｉｕｍ」の活用を引

き続き促進するための取組みや、北極海航路の

寄港可能性に係る研究等を実施するのに要する

経費

八戸港県産品輸出

ルート開拓事業費

（新規）

32,535 八戸港の新たなコンテナ定期航路の開設を促

進するため、海運会社が行う新規のコンテナ定

期航路の開設に対して支援するとともに、輸出

入を行う荷主企業に対する助成金の交付、ポー

トセールス等を行うのに要する経費

◦八戸港コンテナ定期航路開設促進事業費補

助 12,000

・東南アジア定期航路分

補 助 率 １年目１
４（ほかに八戸

市１
４）、２年目１

６（ほ

かに八戸市１
６）

補助限度額 １年目6,000、２年目4,000

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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・国際フィーダー航路分

補 助 率 １年目１
２、２年目１

３

補助限度額 １年目6,000、２年目4,000

◦八戸港コンテナ貨物利用促進事業費補助

19,000

補助率 ２
３（ほかに八戸市１

３）

◦八戸港コンテナ貨物利用促進ＰＲ事業費補

助 500

補助率 定額

※補助金交付先は八戸港国際物流拠点化推進

協議会

◦県推進事業費 1,035

青森港ユニット貨

物拠点化推進事業

費 （新規）

3,914 青森港の物流・広域防災拠点としての機能確

保を図るため、輸送効率改善策の検討・検証を

実施するとともに、ポートセールスを行うのに

要する経費

あおもり景観・観

光まちづくり推進

事業費 （新規）

8,560 持続可能な観光地再生モデルを創出するため、

空き家・空き地を活用した景観実証及びまちづ

くりの仕組みを実現する方針の策定を行うのに

要する経費

県営住宅費 1,001,075 建替 青 森 市 小 柳 団 地（75戸）

改善 青 森 市 浜 館 団 地（20戸）

戸 山 第 ３ 団 地（36戸）

ベイサイド柳川団地（110戸）

八 戸 市 河 原 木 団 地（80戸）

旭 ケ 丘 団 地（18戸）

五所川原市 広 田 団 地（32戸）

住宅耐震化推進事

業費

8,722 地震による建築物崩壊被害を防ぐため、市町

村が実施する昭和56年５月以前に建築された住

宅の耐震診断や耐震改修事業の支援等に要する

経費

◦住宅耐震診断推進費補助 2,420

補 助 率 １
４（ほかに国１

２、市町村

１
４）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦住宅耐震改修促進支援事業費補助 3,690

補 助 率 5.75％（ほかに国11.5％、

市町村5.75％）

補助限度額 205

※補助金交付先は市町村

◦県推進事務費 2,612

あおもり方式住宅

普及推進事業費

2,949 地元事業者による県産材を活用した良質の木

造住宅の普及促進を図るため、設計技術等研究

会の開催や技術支援のためのアドバイザー派遣

等による事業者への普及啓発を行うとともに、

一般県民向けの構造見学会を開催するのに要す

る経費

リビングリテラシー

波及促進事業費

（新規）

3,595 住宅や住まい方に対する県民の意識醸成を図

るため、業界団体と連携した出前授業、住教育

支援サイトの制作、住生活学習イベントの開催

等を行うのに要する経費

いのち守るリフォー

ム普及推進事業費

（新規）

3,641 命を守るための簡易で費用負担の少ないリフォー

ムの普及促進を図るため、県内業界団体と連携

し、普及促進体制の構築に向けた検討会等を実

施するのに要する経費

被災者住宅再建支

援事業費補助

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

3,700 被災者の負担を軽減し、住宅再建の促進を図

るため、住宅再建を行う者が借り入れる資金等

の利払いに要する経費に対する補助

補 助 率 定額

補助限度額 ５年を限度とする利子相当

額（住宅を新築又は購入す

る場合は金利２％相当額、

補修する場合は１％相当額。

ただし、借入の際に既存の

住宅債務がある場合は別途

その債務の利子相当額を含

む）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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県土整備部

教育委員会

新青森県総合運動

公園新水泳場等整

備運営事業費（債

務負担行為）

（新規）

債務負担

行為設定

額

16,900,000

ＰＦＩ手法に基づき、老朽化が著しい青森県

総合運動公園水泳場の新青森県総合運動公園へ

の移転整備を行うとともに、新青森県総合運動

公園全体及び青森県総合運動公園の野球場等を

維持管理・運営するのに要する経費

◦新水泳場整備事業分 6,500,000

全体計画 平成32年度～35年度

建築内容 鉄骨造・鉄筋コンクリート

造、屋内50mプール

延床面積 約8,800㎡

◦新水泳場等運営事業分 10,400,000

全体計画 平成36年度～50年度

管理運営対象範囲

新青森県総合運動公園

総合体育館、陸上競技場、水泳場等

青森県総合運動公園

野球場、広場、駐車場等

陸上競技場整備事

業費

1,704,722 老朽化した青森県総合運動公園陸上競技場の

新青森県総合運動公園への移転整備に要する経

費

◦新青森県総合運動公園陸上競技場（補助競

技場・外構）整備事業費（電源三法交付金

活用事業） 1,096,967

整備内容 補助競技場カメラ用構台、

外構工事等

◦新青森県総合運動公園陸上競技場建築関連

事業費（新規） 607,755

整備内容 主競技場Ｗｉ－Ｆｉ環境、

競技用・汎用備品

県土整備部

観光国際戦

略局

クルーズ船誘致営

業推進事業費

（新規）

（東北観光復興対

策交付金活用事業）

23,585 外国クルーズ船の寄港拡大を図るため、営業

力強化のためのマーケティング調査及びＰＲ動

画作成を実施するとともに、船社等とのネット

ワーク強化に向けた海外ポートセールス等を行

うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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危機管理局 被災者生活再建支

援基金出資金

（新規）

476,118 自然災害により生活基盤に著しい被害を受け

た者を支援する被災者生活再建支援制度の安定

的な運営を図るために各都道府県が拠出する被

災者生活再建支援基金に対する出資金

学校と地域が一体

になった防災教育

推進事業費（新規）

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

6,477 人口減少社会に対応できる地域防災体制を構

築するため、次世代を担う子どもを対象とした

防災教育活動に活用する支援ツールの制作等を

行うのに要する経費

自主防災活動促進

事業費 （新規）

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

5,657 県民の自主防災活動を促進するため、自主防

災組織等の活動の活性化に資するネットワーク

づくりを行うとともに、地域防災を担う人材を

育成するのに要する経費

女性の参画による

防災力向上事業費

2,012 女性の視点を活かした防災対策の推進を図る

ため、女性を対象とした研修会やワークショッ

プを開催するのに要する経費

市町村防災力強化

支援事業費

2,620 市町村職員の災害対応能力を強化するため、

研修会を開催するとともに、市町村の図上訓練

実施を支援するのに要する経費

大規模災害等防災

力強化推進事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

13,370 大規模災害等に備えた防災対策の強化を図る

ため、災害対策本部機能の向上に資する設備の

整備等を行うのに要する経費

火山防災対策事業

費

1,993 常時観測火山である岩木山・八甲田山・十和

田の周辺地域における警戒避難体制を整備する

のに要する経費

県外避難者支援対

策事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

3,946 震災による県外からの避難者に適切な支援を

実施するため、避難者の要望把握や状況確認を

行うとともに、支援員の派遣等を行うのに要す

る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもり創造的復

興支援事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

1,680 東日本大震災からの復興を推進するため、県

外から本県へ避難している被災者と地域との交

流、被災地に赴いての復興支援及び震災の記憶

の風化防止に係る活動を支援するのに要する経

費

◦あおもり創造的復興支援費補助 1,500

補助金交付先 民間団体等

補 助 率 定額

◦県事務費 180

東北四県・東日本

大震災復興フォー

ラム開催等事業費

（東日本大震災復

興基金活用事業）

2,226 震災から得られた教訓の風化防止を図るとと

もに、被災地の復興に対して引き続き協力を得

るため、東北の被災四県が首都圏においてフォー

ラムを開催するのに要する経費

三陸ジオパーク推

進事業費

（東日本大震災復

興基金活用事業）

942 被災地の自然・文化を活用した産業振興と交

流人口の拡大を図るため、被災自治体が連携し

て三陸ジオパークの取組みを推進するのに要す

る経費

次世代消防団員確

保対策事業費

（新規）

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

8,610 消防団への加入を促進するため、若年層を対

象としたＰＲ活動を展開するとともに、女性消

防団員の活動の活性化を図るのに要する経費

◦第25回全国女性消防団員活性化青森大会開

催費負担金 5,000

開 催 期 日 平成31年９月19日

開 催 場 所 青森市

負担金交付先 第25回全国女性消防団

員活性化青森大会実行

委員会

◦県推進事業費 3,610

実践的防災教育推

進事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

2,465 防災教育センターを校外学習の場として定着

させるため、児童生徒に対し防災について学ぶ

イベントを開催するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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災害対応力向上・

緊急対策事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

12,530 大規模災害等に対応した実践的教育訓練の充

実を図るため、県内消防本部と消防学校との連

携により実践的訓練プログラムを検討するとと

もに、訓練用設備を設置したうえで実践的教育

訓練を実施するのに要する経費

原子力施設環境放

射線等監視事業費

297,407 原子燃料サイクル施設、東通原子力発電所及

びリサイクル燃料備蓄センター周辺地域の住民

の安全の確保及び環境の保全を図るために行う

環境放射線等の監視に要する経費

事業内容 環境放射線等の測定、監視評

価会議の開催、原子力センター

維持管理及び調査研究等

原子力施設環境放

射線等監視体制整

備事業費

362,907 県内に立地する原子力施設周辺の環境放射線

等モニタリングを実施するための体制整備に要

する経費

事業内容 原子力センター機器整備、モ

ニタリング情報表示アプリ制

作

原子力発電施設等

緊急時安全対策事

業費

575,401 原子力施設周辺地域の住民の安全確保を図る

ために行う原子力施設の緊急時に備えた防災対

策に要する経費

◦緊急時連絡網整備事業費 80,287

◦防災活動資機材等整備事業費 59,238

◦緊急時対策調査・普及等事業費 37,296

◦緊急事態応急対策等拠点施設維持管理事業

費 330,821

◦緊急事態応急対策等拠点施設整備費補助（新

規） 51,370

補助金交付先 （公財）原子力安全技術セ

ンター

補 助 率 定額（国10
10）

◦要配慮者等屋内退避施設維持管理費補助

7,562

補助金交付先 むつ市、六ケ所村、東

通村

補 助 率 定額（国10
10）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦原子力防災対策事業費補助 8,827

補助金交付先 むつ市、野辺地町、横

浜町、六ケ所村、東通

村

補 助 率 定額（国10
10）

補助対象事業 防災活動資機材整備、

防災対策関連調査、緊

急時対策普及事業等

企画政策部

環境生活部

商工労働部

農林水産部

観光国際戦

略局

λ（ラムダ）プロ

ジェクト推進関連

事業費

272,652

一般会計

から特別

会計への

繰出金

21,495

北海道新幹線開業を契機に、道南地域との連

携による津軽海峡交流圏の形成を促進し、交流

人口の拡大や地域活性化に取り組むのに要する

経費

⑴ 津軽海峡交

流圏形成促進

事業費（新規）

14,387 λ（ラムダ）プロジェクトの推進を図るため、

「津軽海峡交流圏ラムダ作戦会議」の運営及び

モデル的取組みの実践、北海道との連携・調整、

シンボルキャラクター「マギュロウ」を活用し

た情報発信等を行うのに要する経費

⑵ 地域交通等

活用周遊観光

促進事業費

（新規）

12,946 地域公共交通等の観光利用を促進するため、

多様な地域公共交通の情報を取りまとめたポー

タルサイトを構築するとともに、外国人観光客

向けの二次交通運行実証実験等を実施するのに

要する経費

⑶ 青い森鉄道

外国人観光客

利用促進事業

費 （新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

26,850

一般会計

から特別

会計への

繰出金

21,495

（再掲）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑷ あおもり型

農泊確立推進

事業費（新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

15,676 （再掲）

⑸ 宿泊旅行客

獲得推進事業

費 （新規）

6,939 本県への宿泊客の増加を図るため、ＪＲ東日

本との連携による旅行会員向けの青森県講座や

旅行会員誌での広告宣伝等を実施するのに要す

る経費

⑹ 津軽森林鉄

道魅力発信事

業費（新規）

2,771 林業遺産に登録された津軽森林鉄道を活用し

た誘客促進を図るため、関係者による検討会を

設置し、関連情報を整理した情報提供ツールの

作成や観光コンテンツの構築を行うのに要する

経費

⑺ 十和田湖奥

入瀬エリアを

核とする上北

インバウンド

観光客受入体

制整備事業費

（新規）

5,626 十和田湖奥入瀬エリアを核とした外国人観光

客の滞在型観光を促進するため、外国語ガイド

の育成、観光コンテンツの磨き上げ、外国人向

けガイドマップの作成を行うのに要する経費

⑻ 世界自然遺

産「ビジット

白神山地」プ

ロジェクト事

業費

3,055 （再掲）

⑼ あおもりイ

ンターンシッ

プ・就活応援

事業費

27,319 （再掲）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑽ 下北地域観

光滞在促進事

業費

19,118 下北地域の観光滞在時間と宿泊者数の増加を

図るためのＳＮＳを通じた情報発信、下北地域

の食や文化等を活用した食メニュー及び滞在型

観光メニューの開発、観光ＰＲ動画の作成、外

国人観光客の受入環境の整備等に要する経費

◦下北地域観光滞在拡大事業費 10,840

◦下北観光滞在推進事業費 8,278

⑾ 国内誘客強

化事業費

7,774 （再掲）

⑿ 選ばれる青

森誘客促進事

業費

2,192 （再掲）

⒀ 「魅せる中

南津軽」発信

力強化事業費

5,726 （再掲）

⒁ 西北の食ツー

リズム誘客促

進事業費

2,254 （再掲）

⒂ 誇りと共感

の醸成による

青森ブランド

形成事業費

（新規）

5,745 （再掲）

⒃ オール青森

で挑む！ＪＯ

ＭＯＮ世界遺

産登録推進事

業費（新規）

44,212 （再掲）

⒄ 青函周遊観

光定着化事業

費 （新規）

37,688 本県及び道南地域への周遊型・滞在型観光の

定着を図るため、首都圏主要駅等でのイベント

や旅行商品のＰＲ、ＪＲ東日本と連携した観光

キャンペーン等を行うとともに、テレビ旅番組

とのタイアップ等により本県及び道南地域の縄

文遺跡群の魅力を発信するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⒅ 奥津軽いま

べつ駅利用促

進等事業費

14,260 北海道新幹線奥津軽いまべつ駅の開業効果拡

大を図るため、駅周辺地域の観光資源のＰＲ及

び旅行商品造成支援を行うとともに、地元市町

が行う奥津軽いまべつ駅の二次交通の運行に対

する補助に要する経費に対して支援するのに要

する経費

◦奥津軽いまべつ駅アクセス交通運行事業費

補助 9,695

補助金交付先 五所川原市、今別町、

中泊町

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 4,565

⒆ 蟹田・脇野

沢航路利用促

進による津軽

海峡交流圏周

遊促進事業費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

9,416 蟹田・脇野沢航路の利用促進による津軽海峡

交流圏の周遊促進を図るため、当該航路のＰＲ

や津軽・下北両半島に関する観光資源の情報発

信を行うとともに、大間・函館航路と組み合わ

せた旅行商品を造成するのに要する経費

⒇ 青函エリア

情報発信強化

事業費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

4,808 （再掲）

⟹21 アプリを活

用した空港二

次交通強化事

業費

3,890 （再掲）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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企画政策部

観光国際戦

略局

教育委員会

青森県・済州特別

自治道交流推進関

連事業費

10,012

⑴ 済州特別自

治道との交流

対策事業費

7,648 韓国済州特別自治道との産業、文化、スポー

ツ等の交流人口拡大を図るため、国際交流関係

者の招請、トップセールスや本県観光資源のＰ

Ｒ等を実施するとともに、本県の小・中学生を

済州道立美術館に派遣し、済州特別自治道の小･

中学生と交流するのに要する経費

⑵ 済州特別自

治道との交流

に向けた青森･

ソウル線利用

拡大事業費

1,393 青森・ソウル線利用者の維持・拡大を図るた

め、マスコミとタイアップした女性交流ツアー

を実施し、韓国済州特別自治道の魅力を発信す

るのに要する経費

⑶ 済州国際青

少年フォーラ

ム派遣事業費

971 韓国済州特別自治道や他の参加地域との交流

を通じた相互理解の促進と語学力の向上を図る

ため、本県の高校生を済州国際青少年フォーラ

ムに派遣するのに要する経費

企画政策部

商工労働部

農林水産部

観光国際戦

略局

東アジア等海外戦

略推進関連事業費

646,194 経済成長著しい東アジア等をターゲットとし

た海外ビジネス展開の促進や県産品の輸出拡大、

誘客促進、交流人口の拡大等に要する経費

⑴ 東南アジア

有望市場輸出

展開支援事業

費

14,391 県内企業のタイ・シンガポール・ベトナムへ

の輸出拡大に向けた現地での商談会の開催や商

談支援、ビジネスツアーの実施等に要する経費

⑵ 輸出市場販

路開拓・拡大

支援事業費

5,651 県内企業の海外ビジネスを実現するため、国

内商社とのマッチングや企業の海外見本市への

出展に対する支援等を行うのに要する経費

◦輸出市場販路開拓・拡大支援事業費補助

5,000

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 500

◦県推進事業費 651

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑶ 先駆的海外

ビジネス展開

支援事業費

（新規）

3,687 ＩＣＴの発展等に伴う経済のグローバル化に

呼応し、県内企業の輸出以外の海外ビジネス展

開を促進するため、専門家による海外展開支援

やセミナー等を行うのに要する経費

⑷ 東アジア観

光連動型輸出

拡大強化事業

費 （新規）

21,630 県内企業の東アジアへの輸出拡大を図るため、

台湾・上海企業の有力者等を招請してのビジネ

スツアー、上海・香港・台湾の現地企業を活用

した商談支援、台湾での物産と観光との連動に

よるプロモーション等を実施するのに要する経

費

⑸ 青森工芸品

海外販路開拓

事業費（新規）

14,102 県内工芸品の海外進出を推進するため、海外

販路開拓に向けたセミナーを開催するとともに、

パリでの見本市出展によるＰＲ等を行うのに要

する経費

⑹ ものづくり

中小企業海外

ビジネス強化

事業費（新規）

8,872 工業製品の輸出拡大を図るため、アドバイザー

による海外展開支援を実施するとともに、台湾

企業を招請しての現場視察、台湾及びベトナム

での商談会等を行うのに要する経費

⑺ 海外連携型

ものづくりイ

ノベーション

創出事業費

3,925 （再掲）

⑻ 新産業海外

展開推進事業

費 （新規）

12,546 （再掲）

⑼ 青森産品輸

出拡大促進事

業費

12,358 東南アジア・東アジア地域への県産農林水産

物の輸出拡大を図るため、海外バイヤーの招請

や商品提案を行うとともに、「Ａ！Ｐｒｅｍｉ

ｕｍ」を活用したレストランプロモーション等

を実施するのに要する経費

⑽ 輸出拡大戦

略推進事業費

13,599 アジア諸国への県産農林水産物の輸出拡大を

図るため、対象国の市場調査を実施するととも

に、対象国に応じた輸出促進活動を実施するの

に要する経費

◦品目別輸出拡大事業費 7,118

◦農林水産品輸出拡大強化事業費（新規）

6,481

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑾ 輸出りんご

信頼向上推進

事業費（新規）

1,100 本県産りんごの輸出相手国からの信頼向上に

向け、植物検疫措置や残留農薬基準に係る研修

会を開催するとともに、検疫制度に対応した園

地検査、選果梱包施設の指導、モモシンクイガ

発生状況調査等を実施するのに要する経費

⑿ 済州特別自

治道との交流

対策事業費

7,648 （再掲）

⒀ 台中市との

交流対策事業

費

3,409 台湾台中市との産業、文化、スポーツ等の交

流人口拡大を図るため、国際交流関係者を招請

するとともに、トップセールスや本県観光資源

のＰＲ等を実施するのに要する経費

⒁ 国際誘客対

策事業費

（新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

110,172 外国人観光客数の更なる増加を図るため、韓

国、台湾、中国、香港、タイ、オーストラリア

及び欧米を対象地域として、メディアの活用に

よる本県の知名度向上対策、トップセールスや

現地の旅行エージェントとの連携による誘客宣

伝活動等を実施するのに要する経費

⒂ 世界から選

ばれる青森イ

ンバウンド誘

客推進事業費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

18,011 外国人観光客の本県への来訪動機を高めるた

め、旅行市場に影響のある者を青森グローバル

アンバサダーに委嘱し、本県の魅力を情報発信

するとともに、ラグビーワールドカップ開催地

での観光ＰＲ、富裕層も見据えた観光サービス

提供に係るモデル的な取組みの支援等を行うの

に要する経費

⒃ インバウン

ド受入環境向

上事業費

（新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

6,400 外国人観光客の受入環境を改善するため、観

光関係者向け環境整備相談会を開催するととも

に、町村部における受入環境の改善に向けた事

業者支援を行うのに要する経費

◦インバウンド受入環境向上事業費補助

5,000

補助金交付先 交通事業者、観光事業

者等

補 助 率 １
２、１

３

◦県推進事業費 1,400

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⒄ 地域国際化･

交流促進事業

費

3,754 持続的な国際交流を促進し、交流人口の拡大

を図るため、海外で活躍する本県にゆかりのあ

る人材によるセミナーを開催するとともに、人

材を紹介する冊子を作成するのに要する経費

⒅ 下北観光滞

在推進事業費

8,278 （再掲）

⒆ 青函エリア

情報発信強化

事業費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

4,808 東アジア及び東南アジアからの誘客拡大を図

るため、本県と道南地域を訪問する外国人観光

客向けの多言語ガイドブックを作成するのに要

する経費

⒇ 十和田湖奥

入瀬エリアを

核とする上北

インバウンド

観光客受入体

制整備事業費

（新規）

5,626 （再掲）

⟹21 東北六県連

携推進事業費

（新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

65,110 東北地方への誘客及び周遊を促進するため、

動画等による魅力発信を行うとともに、インフ

ルエンサーの招請やＳＮＳ等を活用した情報発

信等を行うのに要する経費

⟹22 台湾定期便

等就航対策事

業費（新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

50,371 台湾定期便の利用促進を図るため、テレビＣ

Ｍ等のキャンペーン、本県と台湾との相互交流、

台湾航空会社とのタイアップ広告、台湾航空会

社等へのトップセールス等を行うのに要する経

費

⟹23 青森・ソウ

ル線利用拡大

事業費

15,114 青森・ソウル線の更なる利用促進を図るため、

県内旅行業者に対する乗継利用促進に向けた研

修会、マスコミとタイアップした韓国ツアーや

県内小中学生による交流ツアー、韓国文化イベ

ント、韓国の魅力の情報発信に取り組む人材育

成及び仁川空港での「青森県フェア」を実施す

るのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⟹24 中国航空路

線運航推進事

業費（新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

185,411 本県と中国を結ぶ国際定期便の運航促進を図

るため、本県の魅力や路線のＰＲ、現地の旅行

エージェントとの連携による誘客宣伝活動及び

現地旅行会社等へのトップセールス等を実施す

るのに要する経費

⟹25 国際定期便

新規就航等支

援事業費補助

50,221 国際定期便の就航促進・定着を図るため、青

森空港における新規就航及び増便に係るハンド

リング業務に要する経費に対する補助

補助金交付先 航空会社

補 助 率 １
３（ほかに国１

３）

観光国際戦

略局

まるごとあおもり

インフルエンサー

獲得事業費

20,946 本県情報の発信力をさらに強化するため、多

様なインフルエンサーとの関係強化及び新規獲

得を図るとともに、効果的な情報発信を行うの

に要する経費

海外メディア向け

情報発信事業費

13,090 海外メディアでの本県情報の露出拡大を図る

ため、在京海外メディア向けのＰＲ活動を行う

のに要する経費

まるごとあおもり

デジタルシフト事

業費 （新規）

12,738 ウェブサイトやＳＮＳを活用した本県情報の

発信力を強化するため、メディア別の情報発信

ノウハウを蓄積するとともに、ターゲットを絞っ

た戦略的なプロモーション等を行うのに要する

経費

あおもりツーリズ

ム創発事業費

3,970 観光地域づくりを担う人材の育成を図るため、

大学と連携し、観光事業関係者等を対象とした

あおもりツーリズム創発塾を開催するのに要す

る経費

観光サービス産業

生産性向上事業費

13,009 観光産業の労働生産性とサービス水準の向上

を図るため、宿泊事業者を対象とした宿泊産業

生産性向上実践塾を開催するとともに、観光案

内所等におけるＩｏＴ、ＡＩを活用した生産性

向上の実証実験等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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食と自然による滞

在型観光モデル構

築事業費（新規）

8,188 本県の食と自然を組み合わせた上質な滞在型

観光モデルを構築するため、県内外の観光事業

者等へのプロモーション活動を行うとともに、

事業者の招請による現地視察会や宿泊体験等を

行うのに要する経費

青森型観光マーケ

ティング強化促進

事業費 （新規）

10,078 本県の観光に関するマーケティング機能を強

化し、戦略的かつ持続的な観光地域づくりを推

進するため、統計情報の分析手法等を県内事業

者と共有する定期研究会を開催するとともに、

実践的な誘客対策に資するマーケティング手法

を確立するのに要する経費

観光コンテンツパ

ワーアップ推進事

業費

7,718 本県の新たな魅力を創出し観光客の再訪や滞

在型観光の推進を図るため、観光コンテンツの

掘り起こしによる量的拡大やブラッシュアップ

支援による質的向上を図るのに要する経費

◦観光コンテンツパワーアップ推進費 5,218

◦観光コンテンツパワーアップ推進事業費補

助 2,500

補助金交付先 観光コンテンツの創出

やブラッシュアップに

取り組む団体等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 500

外国人に選ばれる

観光地域づくり推

進事業費（新規）

7,033 外国人向けの滞在型観光地域づくりを推進す

るため、モデル地域を選定し、外国人の視点を

取り入れたコンテンツ開発等により受入環境を

整備するとともに、海外向け情報発信ツールの

作成等を実施するのに要する経費

アクティビティガ

イド育成支援事業

費 （新規）

5,202 本県の自然観光資源を活用したアクティビティ

による誘客を推進するため、ガイドを利用する

顧客の満足度向上に向けた、新たなコンテンツ

開発やガイドと顧客の交流会等を実施するとと

もに、県内周遊を促すための手荷物輸送サービ

スの実証実験を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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国内誘客強化事業

費

7,774 大都市圏からの誘客を促進するため、旅行エー

ジェントへのセールス活動を実施するとともに、

タイアップ広告による情報発信や高速道路を利

用した周遊型旅行の促進等を行うのに要する経

費

選ばれる青森誘客

促進事業費

2,192 本県への来訪動機を高めるため、県内観光事

業者を対象にコメントサイトでの投稿コメント

の重要性の理解を促す勉強会を開催するのに要

する経費

中京・関西・九州

誘客促進事業費

20,502 中京圏、関西圏及び九州圏における本県の認

知度向上と誘客促進を図るため、トップセール

スのほか、メディアやウェブサイトを活用した

情報発信を行うとともに、本県観光事業者等と

連携したモニターツアーを実施するのに要する

経費

あおもりＭＩＣＥ

誘致拡大事業費

17,888 コンベンションや企業研修等の誘致のための

開催助成金の交付及び誘致活動の支援、専門エー

ジェントを活用したＰＲ・誘致活動等に要する

経費

◦あおもりＭＩＣＥ開催費補助 16,000

・参加者延べ宿泊者数100人泊以上 15,500

補助金交付先 （公社）県観光連盟

補 助 率 10
10

・参加者延べ宿泊者数10人泊以上 500

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

◦あおもりＭＩＣＥ誘致活動費補助 800

補助金交付先 （公社）県観光連盟

補 助 率 １
２

◦県推進事務費 1,088

青森ファン企業拡

大推進事業費

（新規）

6,100 本県にゆかりのある県外企業の研修旅行等を

誘致するため、企業において本県の魅力を伝え

るプロモーション活動を行うとともに、研修担

当者を対象としたモニターツアー等を実施する

のに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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アクティブラーニ

ング教育旅行推進

事業費

4,958 アクティブラーニングを取り入れた教育旅行

の実践・普及を図るため、ファシリテーターを

養成する指導者を育成するとともに、首都圏の

教員等を対象としたモニターツアー等を実施す

るのに要する経費

青森県立美術館企

画展開催費

76,492 県立美術館において企画展を開催するのに要

する経費に対する負担金

◦アアルト展 27,044

開催時期 平成31年４月～６月

◦子どものための建築と空間展 28,762

開催時期 平成31年７月～９月

◦青森ＥＡＲＴＨ2019展 20,686

開催時期 平成31年10月～12月

シャガール「アレ

コ」全４作品ＰＲ

事業費 （新規）

15,259 県立美術館の総合的な芸術拠点としての魅力

及びバレエ「アレコ」背景画を所蔵する価値を

国内外に発信するため、「アレコ」鑑賞プログ

ラムを制作するとともに、アレコホールを活用

した演奏会等を開催するのに要する経費

太宰文学と演劇に

よる青森芸術の魅

力発信事業費

（新規）

20,000 太宰治生誕110年を記念し、本県の芸術・文

化力の高さを国内外に発信し、誘客を図るため、

県立美術館において小説「津軽」を題材にした

演劇を公演するのに要する経費

企画政策部

健康福祉部

県土整備部

エネルギー

総合対策局

教育委員会

電源三法交付金関

連経費

9,526,180

電源三法

交付金活

用額

8,756,472

⑴ 電源立地地

域対策費補助

4,762,420

電源三法

交付金活

用額

4,734,413

電源地域の振興に資するため、発電用施設等

の周辺市町村が行う公共施設の整備等に要する

経費に対する補助

◦原子力発電施設等分 3,271,952

補助金交付先 三沢市ほか14市町村

◦水力・火力発電施設分 120,934

補助金交付先 青森市ほか11市町村

◦原子力立地給付金分 1,369,534

対 象 地 域 三沢市ほか14市町村

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑵ 原子力発電

施設等周辺地

域企業立地支

援事業費補助

612,183

電源三法

交付金活

用額

612,183

原子力発電施設等立地地域に新たに立地又は

増設を行った企業の電気料金に対する補助

対象地域 三沢市ほか14市町村

⑶ 核燃料サイ

クル対策費補

助

281,393

電源三法

交付金活

用額

281,393

核燃料サイクル施設の立地地域又はプルサー

マルの実施地域等の振興に資するため、施設の

立地及び周辺市町村が行う公共施設の整備等に

要する経費に対する補助

対 象 施 設 使用済燃料中間貯蔵施設、

ＭＯＸ燃料加工施設、大

間原子力発電所

補助金交付先 大間町、風間浦村

⑷ 県実施事業

分

3,870,184

電源三法

交付金活

用額

3,128,483

発電用施設等の立地・周辺地域をはじめ、広

く県全体の振興を図るため、産業・雇用、福祉･

医療、人材育成などの地域振興の推進に要する

経費

◦生活交通バス車両緊急整備事業費補助（再

掲） 25,382

◦弘前大学医学部入学生特別対策事業費補助

（再掲） 106,668

◦下北地域広域避難路確保対策事業費（再掲）

2,052,000

◦陸上競技場整備事業費（再掲） 1,096,967

◦ＥＶ・ＰＨＶ緊急整備事業費（再掲）

43,516

◦原子力施設広報・調査等事業費 63,235

◦国際核融合拠点環境整備事業費 98,045

◦原子力関連技術研修事業費（再掲） 15,282

◦原子力関連業務参入促進事業費 4,000

◦八戸工業高校校舎改築事業費（再掲）

365,089

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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エネルギー

総合対策局

エネルギー産業振

興戦略プロジェク

ト構築事業費

（新規）

14,128 国における新たなエネルギー基本計画の策定

や再生可能エネルギーを取り巻く環境の変化等

に対応した効果的な取組みを推進するため、再

生可能エネルギーの現状を再点検するとともに、

戦略プロジェクトの見直しを検討するのに要す

る経費

CO2フリー水素活

用構想推進事業費

14,120 地域の再生可能エネルギーの有効活用と水素

関連産業の創出を図るため、むつ小川原開発地

区においてCO2フリー水素活用事業構想を検討

するとともに、副生酸素の利活用に向けた調査･

検討等を行うのに要する経費

リチウム回収技術

を活用した産業創

出事業費（新規）

6,000 むつ小川原地域におけるリチウム関連産業の

誘致・創出を図るため、産学官による検討会を

開催するとともに、核融合炉に使用するリチウ

ム回収技術を活用した産業創出プログラムを検

討するのに要する経費

風力発電メンテナ

ンス県内受注拡大

事業費

9,542 風力発電メンテナンス事業への参入を促進す

るため、工業高校生向けの体験研修、大学生等

向けの講習及び県内企業向けの技術研修会を開

催するとともに、新規参入事業者の掘り起こし

に向けた勉強会を実施するのに要する経費

未利用熱活用モデ

ル構築事業費

6,176 県内の工場等の廃熱などの未利用熱エネルギー

の有効活用を促すため、未利用熱活用の事業化

に向けたモデルを作成するとともに、未利用熱

活用の普及に向けたフォーラムを開催するのに

要する経費

地域エネルギー事

業ステップアップ

支援事業費

9,300 県内におけるスマートコミュニティの創出を

図るため、地域エネルギー事業創出に向けた研

修講座を開催するとともに、地域と大学が連携

して実施する実践的モデルの調査研究等を行う

のに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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ＥＶ・ＰＨＶ普及

拡大事業費（新規）

45,865 ＥＶ・ＰＨＶの普及促進を図るため、普及啓

発イベントを開催するとともに、大規模災害時

におけるリエゾン（県連絡調整員）の派遣や派

遣先での非常用電源に活用できるＥＶ・ＰＨＶ

を地域県民局等に配置するのに要する経費

◦ＥＶ・ＰＨＶ普及促進事業費 2,349

◦ＥＶ・ＰＨＶ緊急整備事業費（電源三法交

付金活用事業） 43,516

原子力関連試験研

究機関等立地対策

事業費

2,654,814 六ケ所村に原子力関連試験研究機関の集積を

図るため、その一環として設立された（公財）環境

科学技術研究所の整備・運営及び環境放射能の

影響調査に要する経費

◦原子力関連試験研究機関等立地対策事業費

補助 1,178,281

補助金交付先 （公財）環境科学技術研究

所

補 助 率 定額

◦排出放射性物質影響調査事業費 1,476,533

原子力施設立地振

興対策事業費補助

490,000 原子力施設の立地に伴う県内市町村の均衡あ

る地域振興を図るため、（公財）むつ小川原地域・

産業振興財団が行う原子力施設立地・周辺以外

の市町村を対象とした地域振興事業に要する経

費に対する補助

補助金交付先 （公財）むつ小川原地域・産

業振興財団

補 助 率 定額

地域・産業振興プ

ロジェクト支援事

業運用資金貸付金

2,500,000 原子力施設の立地に伴う全県的な地域振興・

産業振興を図るため、（公財）むつ小川原地域・産

業振興財団が行う地域・産業振興プロジェクト

支援事業の実施に要する運用資金に対する貸付

金

核燃料物質等取扱

税交付金

3,000,000 県内原子力施設の立地及び周辺市町村が行う

防災・安全対策及び地域振興対策等に要する経

費に対する交付金

交付金交付先 むつ市ほか14市町村

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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核融合研究開発拠

点形成推進事業費

7,182 ＩＴＥＲ計画と並行して取り組まれる「幅広

いアプローチ」のプロジェクトとして整備され

た「国際核融合エネルギー研究センター」を中

心とする研究開発拠点形成の推進に要する経費

量子科学センター

運営費

416,861 量子科学センターにおける人材育成、研究開

発、施設の管理運営及び利用促進に要する経費

◦人材育成事業費（電源三法交付金活用事業）

33,392

◦研究開発支援事業費 40,000

◦管理運営事業費 338,854

◦量子科学センター産学連携活動促進事業費

（新規） 4,615

環境生活部

警 察 本 部

シルバー交通安全

サポート事業費

5,843 高齢者の交通事故防止を図るため、小学生か

ら祖父母等への啓発活動を実施するとともに、

安全運転サポート車に関する情報発信、試乗体

験等を行う交通安全教室及び運転免許自主返納

制度等の周知に係るセミナーを開催するのに要

する経費

警 察 本 部 交番・駐在所建築

事業費

211,156 老朽・狭隘化した交番・駐在所の建替えに要

する経費

建築箇所 八戸署階上交番

むつ署大湊交番

三戸署名川駐在所

警察本部庁舎耐震･

長寿命化改修事業

費

46,721 耐震強度が不足しているとともに老朽化が進

行している警察本部庁舎の耐震・長寿命化改修

に係る実施設計を行うのに要する経費

三戸警察署庁舎建

築事業費（新規）

82,361 老朽・狭隘化した三戸警察署庁舎の移転新築

に係る設計及び用地取得に要する経費

県民を守る「警察

力」強化事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

4,661 災害から県民を確実に守る「警察力」を強化

するため、被災道路状況に応じた自動車運転技

能の向上及び被災者への初動対策としての心理

的支援の強化に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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安全・安心防犯力

向上対策事業費

2,839 子どもや女性、高齢者等に対する防犯対策の

強化を図るため、登下校時等の危険回避につい

ての指導者講習会の開催、高齢者等への電話に

よる特殊詐欺被害防止の注意喚起及び幅広い年

齢層に対する広報啓発活動を行うのに要する経

費

サイバーテロ対策

事業費 （新規）

3,709 サイバーテロに対する意識と対処能力の向上

を図るため、県内企業等を対象とした意識向上

のためのセミナーや官民一体となった共同対処

訓練を実施するとともに、サイバーテロの脅威

に関する啓発活動を行うのに要する経費

交通事故抑止対策

「人と車の両面サ

ポート」推進事業

費 （新規）

3,239 運転者と歩行者の交通安全を推進するため、

危険予測シミュレーターを活用した運転トレー

ニング、モデル事業所を活用したライトの早め

点灯やハイビーム走行等の実践普及活動及び歩

行者に対する交通ルール・マナーの遵守に関す

る啓発活動を実施するのに要する経費

交通安全施設整備

費

1,451,093

⑴ 国庫補助事

業分

577,319 交通管制整備費 226,871

交通信号機改良費 298,903

交通信号機設置費 13,580

道路標示設置費 33,382

調査費 4,583

⑵ 県単独事業

分

332,260 交通信号機設置費 32,411

道路標識設置費 3,138

道路標示設置費 209,000

交通信号機移設費 87,389

調査費 322

⑶ 老朽化・安

全確保対策事

業分

541,514 交通信号機設置費 293,603

道路標識設置費 233,822

調査費 1,610

信号柱・標識柱倒壊対策費 12,479

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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環境生活部

教育委員会

いじめ防止対策等

推進関連経費

168,359

⑴ 地域の見守

りで輝く笑顔

推進事業費

4,010 学校・家庭・地域が一丸となったいじめ防止

対策の気運を醸成し、地域全体で子どもを見守

る環境づくりと大人と子どもの信頼関係の構築

を図るため、県内一斉声かけ活動、地域の大人

と子どもの対話集会の開催、各種媒体を活用し

た普及啓発等を行うのに要する経費

⑵ みんなで考

えるいじめ防

止対策推進事

業費

3,432 いじめ防止活動の促進と学校の組織的な対応

の強化を図るため、推進校における児童生徒自

らのいじめ防止実践活動について研究協議を行

うとともに、いじめの早期発見・未然防止に向

けた教職員の研修を行うのに要する経費

⑶ 学校の教育

相談体制充実

を支援する外

部専門家活用

事業費

135,983 児童生徒のいじめ、不登校や貧困問題等の解

決・改善を図るため、小・中・高等学校等に心

理に関して高度な専門的知識・経験を有するス

クールカウンセラー及び教育・福祉分野に関し

て専門的知識・経験を有するスクールソーシャ

ルワーカーを配置・派遣するのに要する経費

◦スクールカウンセラー配置・派遣事業費

102,487

◦スクールソーシャルワーカー配置事業費

33,496

⑷ ソーシャル

メディア等監

視員配置事業

費

2,015 いじめ問題の未然防止、早期発見、早期対応

を図るため、ソーシャルメディア等監視員を配

置するのに要する経費

⑸ 安心できる

学校づくり推

進事業費

5,395 いじめ、不登校等の早期発見、早期対応を図

るため、不登校の現状等についての連絡協議会

を開催し、研究指定校において不登校等の未然

防止に向けた調査研究を実施するとともに、県

立学校における危機的事態発生時に派遣する「こ

ころの緊急支援活動チーム」を設置するのに要

する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑹ いじめ防止

対策事業費

776 いじめ防止等のための対策を実効的に行うた

め、県立学校に外部専門家や学校関係者による

組織を設置するのに要する経費

⑺ 24時間いじ

め等電話相談

事業費

9,231 いじめ、不登校など児童生徒の問題行動等へ

の早期対応、早期解決を図るため、来所相談や

夜間・休日を含む24時間体制で電話相談に応じ

るアドバイザー及び相談員を配置するとともに、

生徒指導担当者による会議を開催するのに要す

る経費

⑻ いじめ防止

キャンペーン

推進事業費

7,517 いじめ防止のためのテレビＣＭの放映等に要

する経費

健康福祉部

教育委員会

第80回国民スポー

ツ大会・第25回全

国障害者スポーツ

大会対策費

451,165

⑴ 国民スポー

ツ大会開催準

備事業費

29,121 第80回国民スポーツ大会の本県開催に向けた

準備を円滑に進めるため、先催県からの情報収

集、会場地選定のための調査・調整、委員会の

運営、大会の広報、中央競技団体の正規視察受

入れ等を行うのに要する経費

◦第80回国民スポーツ大会県準備委員会負担

金 26,261

◦県推進事業費 2,860

⑵ 競技力強化

事業費

257,213 国民スポーツ大会の本県開催に向けた総合的･

戦略的な選手強化を行うのに要する経費

◦競技力向上対策本部運営費 7,866

事業内容 各種競技力向上対策の企画･

立案

◦競技力向上事業費補助 111,232

補助金交付先 （公財）県体育協会

補 助 率 定額

補助対象事業 各種競技団体が行う選

手強化合宿等の実施

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦競技力向上対策特別事業費 93,825

事業内容 ジュニア選手の発掘・育成、

指導者の育成及び公認資格

の取得支援、強化拠点校等

の活動支援、女性アスリー

トの競技継続支援、トップ

レベルコーチの招聘、競技

団体間の情報共有の強化、

医・科学スタッフによるサ

ポートの強化、特殊競技用

具整備、選手・指導者の雇

用環境充実支援、組織マネ

ジメント講習会の開催

◦スポーツ科学チームサポート事業費 44,290

事業内容 スポーツ科学専門員による

科学的分析に基づくトレー

ニングのサポート等

⑶ スポーツク

ライミング施

設整備事業費

（新規）

162,264 国民スポーツ大会の本県開催に向け、県民の

スポーツ振興や競技力向上を図るため、県営ス

ケート場にスポーツクライミング施設を整備す

るのに要する経費

⑷ 全国障害者

スポーツ大会

開催準備事業

費 （新規）

2,567 第25回全国障害者スポーツ大会の本県開催に

向けた準備を円滑に進めるとともに、県内未実

施競技等をはじめとした選手の育成を図るため、

先催県からの情報収集、準備連絡委員会の開催

及び競技教室等を実施するのに要する経費

教育委員会 あおもりっ子育み

プラン21実施費

664,890 児童生徒一人ひとりに目の行き届いた教育を

実現するため、少人数学級編制等を行うのに要

する経費

・少人数学級編制

小学校１～４年生

学級編制基準 33人以下

（学年１学級は学級分割せず非常勤

講師を配置）

中学校１年生

学級編制基準 33人以下

（学年２学級以上）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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・複式学級支援

小学校１年生を含む７～８人の複式学級

小学校２年生を含む15～16人の複式学級

非常勤講師を配置

区 分 配置人員 金 額

小学校

少人数学
級編制等

１年生 17人 62,039

２年生 25人 115,053

３年生 37人 127,191

４年生 36人 125,165

複式学級支援 13人 26,331

中学校 少人数学級編制 43人 209,111

合 計 171人 664,890

医師を志す高校生

支援事業費

22,179 医学部医学科への入学者増加を目的として、

県内３つの拠点校が中心となり、医学科進学を

目指す高校生の実力養成と教員の指導力向上等

を図るための学習プログラム等を実施するのに

要する経費

高等学校における

特別支援教育体制

強化事業費

5,194 発達障害などの特別な教育的ニーズを有する

高校生の学びを支援するため、アドバイザーの

派遣等により高等学校における校内支援体制の

構築を図るとともに、教職員を対象とした特別

支援教育に関する研修会を開催するのに要する

経費

外部人材活用によ

るスクールサポー

トスタッフ配置事

業費

8,301 教職員の業務負担軽減策を検討するため、教

職員の事務的補助を行うスクールサポートスタッ

フを配置し、運営体制・効果の検証を行うのに

要する経費

高校生による震災

復興支援ボランティ

ア事業費（新規）

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

5,103 高校生の絆やつながりを大切にする意識と、

自ら考え主体的に行動する意識の涵養を図るた

め、高校生による震災復興支援や被災者との交

流活動を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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特別支援学校生徒

の夢や志を支援す

る就労促進事業費

50,470 特別支援学校高等部卒業生等の企業就労に向

けた職業スキル等を育成するため、県内３地区

に県教育庁障害者就労促進センターを設置し、

任期付雇用による就労機会の提供や育成プログ

ラムの開発等を行うとともに、障害者雇用の理

解啓発を図るのに要する経費

高校生の就職総合

支援プロジェクト

事業費

32,842 高校生の就職支援を強力に推進するため、職

業人として必要となる能力の向上と就職に有利

な資格取得に向けた研修等を実施するのに要す

る経費

青森県の将来を担

うグローバル人財

育成事業費

19,185 新学習指導要領における高等学校英語教育の

高度化等への対応と国際社会で活躍できる実践

力を持った人材の育成を図るため、県内高校生

の英語４技能（読む、聞く、書く、話す）デー

タに基づく英語力向上のための指導・評価モデ

ルを作成するとともに、高校生100人を対象と

した海外研修や台湾の高校との相互交流に向け

た高等学校長による視察等を実施するのに要す

る経費

地域の産業とビジ

ネスを支える人づ

くり事業費

5,471 商業高校等卒業生の県内定着を図るため、商

業高校等と関係機関のネットワークを構築する

とともに、地域企業と連携した地域課題解決学

習を通じた能力向上と高度資格取得の推進によ

り地域産業とビジネスを支える人材育成を行う

のに要する経費

学びの質を高める

授業改善プロジェ

クト事業費（新規）

7,158 小・中学校において新学習指導要領に対応し

た授業改善を図るため、教員の授業づくりの基

本となる「授業スタンダード」を策定し、定着

に向けたフォーラムを開催するとともに、学校

図書館の活用を推進するのに要する経費

ＩＣＴ教育推進事

業費 （新規）

17,441 小・中学校におけるＩＣＴ機器の整備促進や

小学校プログラミング教育の普及啓発を図るた

め、ＩＣＴ教育推進リーダーを育成するととも

に、小学校プログラミング教育の指導内容等に

関する研修会等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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未来社会を切り拓

く高校生の資質・

能力育成事業費

（新規）

9,110 高等学校において地域課題解決に向かう資質･

能力の育成を推進するため、研究指定校による

実践研究の充実や研究成果発表会を実施するの

に要する経費

青森県英語教育連

携推進事業費

（新規）

8,012 小・中・高等学校における英語担当教員の指

導力向上を図るため、先進的な授業実践の公開

や小・中学校で英語４技能（読む、聞く、書く、

話す）テスト等を実施するとともに、小学校英

語教育に係るメンター（助言者）を育成するの

に要する経費

地域と連携したキャ

リア教育推進事業

費 （新規）

5,593 高校生の職業観・勤労観の育成と卒業後の県

内定着を図るため、生徒のキャリア教育に係る

活動記録用教材と指導事例集の作成に向けた検

討を行うとともに、高校と県内企業の理解促進

のための講演会、企業訪問や交流会等を実施す

るのに要する経費

三農発「観光・ス

マート農業」推進

プロジェクト事業

費 （新規）

5,830 本県の観光農業の活性化及び農業の省力化を

図るため、高校生による観光農業のＰＲや教育

旅行団体受入モデルの開発・実践を行うととも

に、スマート農業に資するシステムの構築や普

及を図るのに要する経費

子どもたちの成長

を支える「地域の

チカラ結集」推進

事業費

5,374 地域学校協働活動の促進と地域での家庭教育

支援の充実を図るため、地域学校協働活動推進

に係る教職員研修、地域学校協働活動推進員等

の養成及び市町村の地域学校協働本部の立ち上

げ支援等を行うとともに、学校と家庭教育支援

団体との連携促進に向けたモデル地域における

実践活動を行うのに要する経費

「地域のお宝」を

学び地域活動を担

う高校生育成事業

費

3,414 地域への愛着と誇りを持って地域活動に参加

し、地域の魅力を発信できる高校生を育成する

ため、小・中学生やシニア世代等との協働によ

る地域資源を活用した実践活動を行うとともに、

実践結果の発表会及び活動事例集の作成を行う

のに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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若者・女性の学び

直しを通じたキャ

リア形成支援事業

費 （新規）

3,876 学び直しによる県民のキャリア形成を促進す

るため、関係機関によるネットワーク構築を図

るとともに、若者・女性向けのキャリアプラン

ニング講座やＳＮＳ等による情報発信等を行う

のに要する経費

子どもの健康づく

り体制支援事業費

5,011 本県の肥満傾向児出現率の低下に向け、発達

の段階に応じた学校・家庭における運動プログ

ラムを作成・実践するとともに、養護教諭と栄

養教諭等の連携による個別健康管理プログラム

を活用した食育指導等を実施するのに要する経

費

学校における運動

部活動推進事業費

（新規）

7,511 運動部活動の適正化による指導体制の充実及

び質的向上を図るため、運動部活動指導者を対

象とした研修会を開催するとともに、中学校及

び高等学校に部活動指導員を配置するのに要す

る経費

みんなが主役！ス

ポーツで健康づく

り事業費（新規）

5,800 県民がスポーツを通じた健康づくりに継続的

に取り組む環境の充実を図るため、園児と保護

者向けの体操教室、学生と高齢者とのスポーツ･

レクリエーション等を通じた交流会、小学生と

保護者向けのスポーツ意欲を高めるためのイベ

ントを開催するのに要する経費

新青森県総合運動

公園陸上競技場関

連経費 （新規）

179,334 新青森県総合運動公園陸上競技場の管理運営

及びオープニングイベントの開催に要する経費

◦新青森県総合運動公園陸上競技場管理運営

費 174,834

◦新青森県総合運動公園陸上競技場オープニ

ングイベント開催事業費 4,500

第75回国民体育大

会冬季大会スケー

ト・アイスホッケー

競技会開催経費

（新規）

33,850 2020年に本県において開催される第75回国民

体育大会冬季大会スケート競技会・アイスホッ

ケー競技会の開催に要する経費

開催時期 2020年１月下旬～２月上旬

開催場所 八戸市、三沢市、南部町

参加人員 約1,850人

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦開催費負担金 32,566

負担金交付先 第75回国民体育大会冬

季大会スケート競技会･

アイスホッケー競技会

青森県実行委員会

負 担 割 合 所要経費から特定財源

を控除したものについ

て県と八戸市が各々１
２

負担

◦県事務費 1,284

三内丸山遺跡保存･

活用関連事業費

（三内丸山遺跡保

存・活用基金活用

事業）

42,556 三内丸山遺跡の適切な保存と積極的な活用に

向けて、縄文時遊館において特別展を開催する

とともに、三内丸山遺跡の魅力発信や大型掘立

柱建物の改修設計等を行うのに要する経費

◦特別展開催事業費 26,506

・春季特別展「縄文の色彩」展 2,476

・夏季特別展「土偶博ｉｎあおもり」展

12,869

・秋季特別展「発掘された日本列島」展

7,707

・平成32年度開催特別展準備経費 3,454

◦さんまる魅力まるごと発信事業費 7,400

事業内容 三内丸山遺跡の魅力発信の

ための各種イベントの開催

◦魅力発見！さんまる縄文体験事業費 4,602

事業内容 三内丸山遺跡の魅力発信の

ための体験イベントの開催

◦三内丸山遺跡長寿命化事業費 4,048

事業内容 三内丸山遺跡の大型掘立柱

建物の改修設計

県立高等学校教育

改革推進事業費

10,406 県立高等学校教育改革推進計画第１期実施計

画に基づき、計画的な学校配置等を進めるため、

統合校に係る開設準備委員会等を開催するのに

要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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奨学のための給付

金事業費

507,654 低所得世帯の授業料以外の教育費負担を軽減

するため、県立高校等の生徒に対し奨学のため

の給付金を給付するのに要する経費

給付対象 年収250万円未満程度の世帯

給 付 額

生活保護受給世帯

32,300円（通信制32,300円）

第１子の高校生等がいる世帯

82,700円（通信制36,500円）

23歳未満の扶養されている兄・姉がいる

世帯で第２子以降の高校生等がいる世帯

129,700円（通信制36,500円）

県立学校大規模改

修費

1,554,306 県立学校施設の大規模改修に要する経費

高 等 学 校 12校

特別支援学校 11校

県立学校長寿命化･

重点改良事業費

1,526,920 老朽化が進行している県立学校施設の長寿命

化に向けた改修等に要する経費

高 等 学 校 ８校

特別支援学校 １校

県立学校校舎等建

築調査設計費

29,845 三本木農業高校 （食品製造実習棟改

築）

県立学校校舎等建

築費

（電源三法交付金

活用事業）

866,538 八戸工業高校 （老朽改築等）

五所川原農林高校 （食品製造実習棟改

築）

弘前第一養護学校高等部 （屋外運動場改修）

東青地域県

民局

東青地域の担い手

支援事業費

2,308 東青地域における地域づくり活動の継続と発

展を図るため、地域の魅力の効果的な情報発信

に向けたマニュアルを作成するとともに、地域

づくり団体の広域的な連携を活かした新たな取

組みについて検討を行うのに要する経費

東青地域働き盛り

世代の健やか力向

上事業費（新規）

1,530 東青地域の働き盛り世代の死亡率改善を図る

ため、平内町漁協の健康づくりの取組みを管内

漁協・農協へ展開するとともに、事業所戸別訪

問及びトップセミナーの開催による意識啓発を

行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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「いつまでも住み

続けたい」東青地

域づくり担い手確

保支援事業費

（新規）

5,200 東青地域の認知度向上や地域を支える担い手

確保を図るため、就農・移住等の支援体制を構

築するとともに、東青地域の魅力をＰＲする動

画をＳＮＳ等で情報発信し、農作業体験ツアー

及び独身男性農業者と女性との交流会を開催す

るのに要する経費

◦東青の「もの」・「こと」・「人」つなが

る地域の魅力発信事業費 3,250

◦東青農業・農村の次世代担い手確保支援事

業費 1,950

ネットワークで拓

く東青型集落営農

育成強化支援事業

費

1,784 東青地域の集落営農法人のネットワーク化と

収益向上を図るため、東青地域集落営農ビジョ

ンの実現に向けた検討、集落営農法人の連携に

よる高収益作物の導入実証等を行うのに要する

経費

奥津軽の磯根資源

で地域活力促進事

業費

2,344 東青地域の漁業経営の安定化を図るため、未

利用のあわび増殖施設を活用したうにの飼育技

術の普及に取り組むとともに、こんぶ養殖技術

の継承と省力化技術導入に向けた講習会等を行

うのに要する経費

中南地域県

民局

「育てる・つなげ

る・動かす」中南

地域力強化事業費

（新規）

3,873 持続可能な中南地域づくりに向けた地域の気

運醸成と連携促進を図るため、フォーラムを開

催するとともに、ワークショップ等による人材

育成やネットワーク構築を行うのに要する経費

中南地域ものづく

り企業等若手人財

確保事業費（新規）

2,591 中南地域のものづくり企業等における若手人

材の育成・定着と生産性の向上を図るため、地

域が一体となって若手人材の確保に取り組むネッ

トワークづくりを行うとともに、地元企業と高

校生との相互理解に向けたセミナーを開催する

のに要する経費

「津軽のミニトマ

ト」産地力強化事

業費

1,965 中南地域におけるミニトマトの産地力強化の

ため、省力栽培技術の実証試験及びマニュアル

作成を行うとともに、食味の優れた品種の選定

及び生産技術の確立に向けた試験等を行うのに

要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―115―



中南津軽「うるし

の森づくり」推進

事業費

1,194 津軽塗産業へ漆を安定的に供給するため、漆

の需給長期プランを作成するとともに、苗木の

優良系統選抜や生産技術の確立等により「うる

しの森づくり」を推進するのに要する経費

「魅せる中南津軽」

発信力強化事業費

5,726 中南地域全域への誘客を促進するため、国内

向けに、域内周遊観光につながるコンテンツの

磨き上げやターゲットを絞った情報発信を行う

とともに、ＳＮＳ利活用促進セミナーの開催や

インバウンドに対応できるまちあるきガイドの

育成等を行うのに要する経費

三八地域県

民局

ものづくりのまち

の「仕事」と「暮

らし」発信事業費

6,135 三八地域のものづくり企業への人材定着を促

進するため、企業の魅力や地域の暮らしやすさ

を調査・発信するとともに、地域の学生等と県

内企業との相互理解に向けた検討会等を開催す

るのに要する経費

三八地域働く人の

健康づくり応援事

業費 （新規）

1,573 三八地域の事業所・職場を中心とした健康づ

くりを推進するため、健康経営事業所認定等に

向けた事業所の戸別訪問を実施するとともに、

働く人の健康づくり推進会議の開催及び事業所･

職場単位で実践する健康づくりプログラムの普

及を行うのに要する経費

三八地域農水産資

源有効活用事業費

4,133 水産加工業と農業の連携による三八地域の農

林水産業の振興を図るため、地域内の農産物・

加工品等の現状調査や首都圏の食品加工業者の

需要調査等を行うとともに、研究機関、水産加

工業者等によるコンソーシアムが行う農水産物

等の地域資源を活用した新たな取組みに対して

支援するのに要する経費

◦三八地域農水産資源有効活用事業費補助

1,000

補助金交付先 コンソーシアム

補 助 率 １
３

補 助 限 度 額 500

◦県推進事業費 3,133

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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三八高齢者も活躍

できる軽量野菜栽

培推進事業費

1,566 三八地域において、高齢者も取り組みやすい

軽量野菜への転換を促進するため、軽量野菜の

栽培技術の実証を行うとともに、パンフレット

の配布やフォーラムの開催等による軽量野菜の

導入を推進するのに要する経費

三八地域肉用牛効

率生産推進事業費

2,032 三八地域における肉用牛生産の効率化を図る

ため、省労力管理機器を活用した繁殖管理技術

を実証するとともに、研修会等を通じた普及啓

発を行うのに要する経費

北浜海域ほっきが

い生息環境改善事

業費 （新規）

2,777 北浜海域のほっきがい漁場の低利用の要因と

なっているカシパン類について、駆除方法を検

討するための分布図を作成し、飼料として加工

する技術を開発するのに要する経費

歴史を紡ぐ三八地

域広域観光事業費

（新規）

5,056 三八地域の歴史・文化を活かした誘客を図る

ため、新たな観光コンテンツを開発するととも

に、観光客の受入体制整備に向け、ボランティ

アガイドや地域住民の意識醸成を図るための勉

強会等を実施するのに要する経費

西北地域県

民局

西北版地域支援型

運営組織スタート

アップ支援事業費

（新規）

2,161 西北地域の地域運営組織による自立的・持続

的な地域運営を促進するため、地域資源を活用

した経営基盤の強化に向けた検討及び実証等を

行うのに要する経費

未来に向かう西北

型水田農業推進事

業費 （新規）

3,568 大規模な稲作単一経営体が多い西北地域にお

いて、労働力不足に対応した生産体制の強化を

推進するため、協議会を設置し、研修会を開催

するとともに、新たな排水対策の導入による野

菜安定生産の実証等を行うのに要する経費

西北の「シャイン

マスカット」産地

形成ステップアッ

プ事業費

1,862 西北地域における「シャインマスカット」の

産地形成を加速するため、高品質・省力化栽培

技術を開発し、栽培マニュアルを作成するとと

もに、複合経営のモデルを作成するのに要する

経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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ナラ等広葉樹の伐

採・利用モデル構

築事業費（新規）

2,390 西北地域におけるナラ等広葉樹の利用を促進

するため、利用可能な広葉樹の資源量調査や伐

採・搬出の現地検討会等を実施するとともに、

広葉樹を利用した付加価値の高い製品を開発し、

販路開拓を行うのに要する経費

つがる日本海の「さ

わら」漁業活性化

推進事業費

2,324 西北地域の水産業の活性化のため、主力魚種

の代替となるさわらの漁獲技術及び付加価値向

上技術を開発するとともに、さわら漁業の普及･

定着と販売促進に向けた調査等を行うのに要す

る経費

「太宰治生誕110

年」誘客促進事業

費

5,500 太宰治生誕110年を契機とした誘客を促進す

るため、太宰の愛用品を展示する特別企画展、

斜陽館を活用したイベント、記念講演等を実施

するのに要する経費

西北の食ツーリズ

ム誘客促進事業費

2,254 西北地域の食を活用した誘客を促進するため、

地域の優れた食材を活用した新メニューを開発

するとともに、県外でのＰＲ活動やイベントに

よる情報発信等を行うのに要する経費

津軽森林鉄道魅力

発信事業費（新規）

2,771 （再掲）

上北地域県

民局

上北やさい次世代

農業機械普及推進

事業費 （新規）

1,074 次世代農業機械の普及により上北地域におけ

る野菜産地の維持・拡大を図るため、関係機関

による研究会の設置、導入事例の調査、地域内

での導入モデルの作成等を行うのに要する経費

消費者に選ばれる

上北そばの生産・

消費拡大推進事業

費 （新規）

866 秋そばの産地である上北地域において、新た

に夏そばを導入することでそばの供給・消費期

間の拡大を図るため、品種の選定、栽培マニュ

アルの作成、利用意向等の調査、そば打ち教室

の開催等を行うのに要する経費

かみきた酪農経営

サポートモデル実

証事業費

2,743 畜産農家の高齢化や労働力不足に対応するた

め、地域内の協働作業体制を構築するとともに、

作業効率向上に向けた牛舎の改善ポイント等を

調査・検討するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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かみきた肉用牛高

能力化対策事業費

（新規）

2,869 上北地域の肉用牛繁殖経営の生産基盤を強化

するため、遺伝子解析技術を活用した効率的な

繁殖雌牛の改良手法の普及に向けた研修会の開

催等を行うのに要する経費

地域の力で守り育

てる海岸防災林整

備活動支援事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

2,543 上北地域の海岸防災林の再生・保全を図るた

め、地域住民等との協働による活動体制を整備

するとともに、海岸防災林の役割等を普及する

ための復興植樹祭等を開催するのに要する経費

十和田湖奥入瀬エ

リアを核とする上

北インバウンド観

光客受入体制整備

事業費 （新規）

5,626 （再掲）

下北地域県

民局

下北地域関係人口

構築事業費（新規）

2,904 下北地域の広域的な移住施策を推進するため、

地域課題の解決に関わる外部人材との継続的な

関係構築に向けたセミナーや検討会議等を開催

するのに要する経費

下北地域新規就農

者「農業力」向上

事業費 （新規）

2,199 下北地域における新規就農者の農業所得向上

を図るため、スマート農業や栽培技術等の研修

会の開催、省力化及び良品質安定生産技術の実

証、農産物の販売力向上を目的とした研修や「し

もきたマルシェ」における実践販売等を行うの

に要する経費

下北の里山・共生

の森づくり事業費

986 下北地域の持続可能な里山林整備を促進する

ため、地域住民等で構成する森林保全活動組織

の運営及び里山林整備の意識啓発を行うのに要

する経費

下北地域漁業新規

就業者経営モデル

構築事業費

3,843 下北地域における漁業の新規参入を促進する

ため、地域に適した漁業経営モデルを作成する

とともに、漁業の就労環境や地域の魅力に関す

るＰＲ動画等による情報発信を行うのに要する

経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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下北観光滞在推進

事業費

8,278 （再掲）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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